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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

(1）連結経営指標等           

売上高（百万円） 187,954 185,530 168,947 178,325 184,176 

経常利益（百万円） 1,290 5,757 8,141 7,282 4,547 

当期純損益（百万円） △7,274 1,555 6,305 5,111 5,862 

純資産額（百万円） 3,930 14,617 20,987 26,729 34,484 

総資産額（百万円） 154,138 140,621 128,536 119,527 122,119 

１株当たり純資産額（円） 21.11 51.73 74.28 94.62 122.09 

１株当たり当期純損益（円） △45.25 7.82 22.32 18.09 20.76 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 2.6 10.4 16.3 22.4 28.2 

自己資本利益率（％） △128.2 16.8 35.4 21.4 19.2 

株価収益率（倍） － 29.4 10.2 11.5 11.1 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
10,434 12,153 16,058 8,038 9,236 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△2,373 △530 △158 △6,030 △1,055 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△11,912 △2,158 △16,467 △17,537 △7,938 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
18,943 27,795 26,005 11,016 11,954 

従業員数（人） 10,837 9,594 9,211 9,518 10,037 

 



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第62期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当期純損失のため記載しておりません。 

３．第63期、第64期、第65期及び第66期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。 

４．第63期より１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益の算定にあたっては、「一株当たり当期純利益に関

する会計基準」（企業会計基準第二号）及び「一株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第四号）を適用しております。 

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

(2）提出会社の経営指標等           

売上高（百万円） 121,372 138,550 131,610 132,291 135,278 

経常利益（百万円） 2,193 2,937 5,572 3,832 1,998 

当期純損益（百万円） △6,257 871 1,291 3,898 2,948 

資本金（百万円） 20,761 26,100 26,100 26,100 26,100 

発行済株式総数（千株） 186,203 282,744 282,744 282,744 282,744 

純資産額（百万円） 17,706 28,792 31,793 35,645 38,660 

総資産額（百万円） 115,206 115,695 108,592 110,067 105,380 

１株当たり純資産額（円） 95.11 101.89 112.52 126.18 136.87 

１株当たり配当額（円） 

（内１株当たり中間配当額

（円）） 

－ 

(－)

－ 

(－)

－ 

(－)

－ 

(－)

2 

(－)

１株当たり当期純損益（円） △38.92 4.38 4.57 13.80 10.44 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 15.4 24.9 29.3 32.4 36.7 

自己資本利益率（％） △31.5 3.7 4.3 11.6 7.9 

株価収益率（倍） － 52.5 49.9 15.1 22.0 

配当性向（％） － － － － 19.2 

従業員数（人） 1,199 1,166 1,144 1,158 1,165 



２【沿革】 

昭和15年12月 東京都文京区白山前町21番地に白山無線電機株式会社を設立。電池式家庭用ラジオの製造を開始。

18年11月 瀧澤無線電機工業株式会社を合併、帝国電波株式会社と改称。 

23年１月 わが国最初のカーラジオ、バス用拡声装置を開発、製造販売を開始。 

37年８月 東京証券取引所市場第二部に株式上場。 

38年10月 わが国最初のカーステレオを開発。 

39年１月 クラリオン・コーポレーション・オブ・アメリカを設立。 

42年９月 埼玉県戸田市に埼玉事業所を新設、量産体制を整える。 

43年３月 わが国最初のカセットカーステレオを発売。 

44年８月 大阪証券取引所市場第二部に株式上場。 

45年２月 東京証券取引所・大阪証券取引所市場第二部より第一部に上場指定替。 

12月 商号をクラリオン株式会社に改称。 

  クラリオン・マレーシアSdn., Bhd.に資本参加。 

51年８月 業務用カラオケを発売。 

53年10月 福島県郡山市に東北事業所を設置。 

57年９月 東京証券取引所貸借取引銘柄となる。 

62年７月 ＣＤカーステレオを発売。 

平成元年10月 クラリオン・マニュファクチュアリング・コーポレーション・オブ・ザ・フィリピンズを設立。 

３年３月 決算期日を９月30日から３月31日に変更。 

４年２月 わが国最初の音声誘導式ナビゲーション（マップナレーションシステムＮＡＣ－200）を発売。 

５年４月 ＳＳ無線モデム技術基準適合証明をわが国ではじめて取得。 

７年１月 クラリオン（香港）インダストリーズ Co., Ltd.を設立。 

３月 ＩＳＯ－9001を取得。 

４月 中国に生産子会社ドンガン・クラリオン・オリエント・エレクトロニクス Co., Ltd.を設立。 

９年10月 ハンガリーに生産子会社のクラリオン・ハンガリー・エレクトロニクス Kft.を設立。 

10年１月 米マイクロソフト社と世界初の車載用コンピューティングシステム Clarion AutoPCを共同開発。 

３月 米ロックウェル社とＧＰＳレシーバーを共同開発。 

12年３月 クラリオン販売㈱を設立。 

４月 ＩＳＯ－14001を取得。 

12月 クラリオン㈱、㈱日立製作所、㈱ザナヴィ・インフォマティクスの３社で合弁会社「㈱エイチ・シ

ー・エックス」を設立。 

13年５月 白山本店（東京都文京区白山５丁目35番２号）に本社事務所を移転。 

７月 執行役員制を導入。 

  三和クラリオン㈱と二本松クラリオン㈱がクラリオン東北製造㈱となる。 

12月 メキシコ生産会社４社を１社に統合。 

14年３月 北米衛星放送ラジオ「シリウス」を発売。 

９月 埼玉県戸田市上戸田50番地に本社事務所を移転。 

10月 クラリオン東北製造㈱にクラリオン㈱自機生産部、クラリオンロジスティクス㈱を統合し、社名を

クラリオン・エム・アンド・エル㈱に変更。 

12月 国内向として初のAutoPC CADIAS（カディアス）を発売。 

15年２月 世界初、後方確認用俯瞰カメラシステム（真上から見た映像を表示）を日産車向けに納入。 

６月 ＨＤＤ搭載ＡＶナビゲーションを発売。 

７月 コンプライアンス推進室（現ＣＳＲ推進室）を設置。 

８月 中国・上海ＧＭ社へＣＤカーオーディオを納入。 

16年２月 業務車両用として世界初のLinuxとJavaTM J2ME CDCを搭載した車載情報端末を開発。 

６月 業界初、７インチ大型モニター搭載ＡＶナビゲーションを発売。 

17年１月 業界初、モニター画面上の仮想iPodで、iPod本体操作可能なＡＶセンターユニットを北米で発売。

  ３月  ポルシェ・ジャパン全車種へのＡＶナビゲーションを展開 

５月  業界初、国内向けにipod対応ＡＶ一体型ＨＤＤナビゲーションを発売 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、子会社29社及び関連会社３社より構成され、主な事業内容は自動車機器及び業務車輌用の

音響・映像機器、並びにカーナビゲーション・運行管理システム等の生産・販売を行っております。 

 なお、主要な関係会社の位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 

   (注)平成18年４月１日付けで、クラリオン商事㈱はクラリオンアソシエ㈱に社名変更し、クラリオン・フラン

ス S.A.はクラリオン・フランス S.A.S.に会社形態を変更しております。 

［自動車機器または特機等の販売拠点］ 

 当社及びその関係会社12社が担当しており、うち主要なものは次のとおりであります。 

（連結子会社） 

  製品区分及び主要製品・商品 主要会社名 

自 
動 
車 
機 
器 
事 
業 

カーオーディオ、カーナビゲーション、 

カーマルチメディア機器、及びこれらの周辺機器 

  

カセット／ＣＤ／ＭＤ／ＤＶＤ他デジタルメディア 

及びチューナー（ＡＭ・ＦＭ・ＴＶ等）対応 

カーオーディオ、モニター並びにスピーカー等 

ＣＤ／ＤＶＤ／ＨＤＤ対応カーナビゲーション 

ＡＶ一体型カーナビゲーション 

カーコンピューティングシステム 

カセット／ＣＤ／ＤＶＤ 各種メカニズム 

マリンオーディオ 

クラリオン㈱ 

クラリオン販売㈱ 

クラリオン・エム・アンド・エル㈱ 

クラリオン・コーポレーション・オブ・アメリカ 

クラリオン・ヨーロッパ GmbH 

クラリオン・マニュファクチュアリング・コーポレー

ション・オブ・ザ・フィリピンズ 

クラリオン・ハンガリー・エレクトロニクス Kft. 

クラリオン（G.B.）Ltd. 

クラリオン・フランス S.A. 

エレクトロニカ・クラリオン S.A. de C.V. 

クラリオン（香港）インダストリーズ Co., Ltd. 

クラリオン（台湾）マニュファクチュアリング Co., 

Ltd. 

ドンガン・クラリオン・オリエント・エレクトロニク

ス Co., Ltd. 

特 
機 
事 
業 

業務車両用ＡＶ機器、 

運行管理システム、及びこれらの周辺機器 

路線バス用オートガイドシステム 

運行管理システム 

観光バス用ＡＶ等マルチシステム 

業務車両用カーナビゲーションシステム 

ＣＣＤカメラ等車両後方確認ＴＶシステム機器 

拡声装置 

クラリオン㈱ 

クラリオン販売㈱ 

クラリオン・コーポレーション・オブ・アメリカ 

クラリオン・ヨーロッパ GmbH 

そ 
の 
他 
の 
事 
業 

通信機器、その他 

ＳＳ無線機器 

携帯電話 

ＥＭＳ事業（Electoronics Manufacturing Service: 

電子機器製造受託サービス） 

その他 

クラリオン㈱ 

クラリオン販売㈱ 

クラリオン商事㈱ (注) 

クラリオン移動体通信販売㈱ 

エレクトロニカ・クラリオン S.A. de C.V. 

クラリオン・ハンガリー・エレクトロニクス Kft. 

国内 ： クラリオン販売㈱ 

  ： クラリオン移動体通信販売㈱ 

アメリカ ： クラリオン・コーポレーション・オブ・アメリカ 

ドイツ ： クラリオン・ヨーロッパ GmbH 

イギリス ： クラリオン（G.B.） Ltd. 

フランス ： クラリオン・フランス S.A. 



［自動車機器または特機等の生産拠点］ 

 関係会社11社が担当しており、うち主要なものは次のとおりであります。 

（連結子会社） 

（持分法適用関連会社） 

［サービス及び設計等］ 

 当社及びその関係会社９社が担当しており、うち主要なものは次のとおりであります。 

（連結子会社） 

国内 ： クラリオン・エム・アンド・エル㈱ 

メキシコ ： エレクトロニカ・クラリオン S.A. de C.V. 

ハンガリー ： クラリオン・ハンガリー・エレクトロニクス Kft. 

マレーシア ： クリスタル・プレシジョン（マレーシア）Sdn., Bhd. 

台湾 ： クラリオン（台湾）マニュファクチュアリング Co., Ltd. 

香港 ： クラリオン（香港）インダストリーズ Co., Ltd. 

フィリピン ： クラリオン・マニュファクチュアリング・コーポレーション・オブ・ザ・フィリピンズ 

中国 ： ドンガン・クラリオン・オリエント・エレクトロニクス Co., Ltd. 

  マレーシア ： クラリオン・マレーシア Sdn., Bhd. 

国内 ： クラリオンエンジニアリング㈱ 

  ： クラリオンシステムハウス㈱ 

  ： クラリオンサービス㈱ 

  ： クラリオンファイナンス㈱ 

  ： クラリオン商事㈱ 



 以上の事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 生産機能と販売機能を保有している子会社等は生産会社として区分し、表記しております。 

  



４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金又は
出資金 

主要な事業の
内容 
（注１） 

議決権の
所有割合
又は被所
有割合 
（注２） 

関係内容 

役員の 
兼任 

設備の 
賃貸借 

資金援助 営業上の取引 

（連結子会社）       ％ 名       

クラリオン商事（株） 

 (注５) 
東京都文京区 

百万円 

1,980 

自動車機器事業 

その他の事業 
100.0 － － － 

当社製品の輸出

入代行・保険代

行及び旅行代理

業 

クラリオン・コーポレー

ション・オブ・アメリカ 

（注４，７） 

アメリカ 

カリフォルニア 

千US.$ 

70,825 

自動車機器事業 

特機事業 

100.0 

(6.0)
－ － － 

当社製品の販売

及び代理店への

卸売 

クラリオン・カナダInc. 
カナダ 

オンタリオ 

千CAN.$ 

1,735 
同上 

100.0 

(100.0)
－ － － 当社製品の販売 

ザンディアント・テクノ

ロジーズ Inc. 

アメリカ 

カリフォルニア 

千US.$ 

15 
自動車機器事業 100.0 － － － 

当社製品の開

発・設計委託 

クラリオン・ヨーロッ

パ GmbH 

ドイツ 

メルフェルデン 

千EUR 

5,946 

自動車機器事業 

特機事業 
100.0 － － － 

当社製品の販売

及び代理店への

卸売 

クラリオン・スベンス

カ AB 

スウェーデン 

スカーホルメン 

千S.KR. 

1,500 
同上 

100.0 

(100.0)
－ － － 当社製品の販売 

クラリオン（G.B.）Ltd. 
イギリス 

ウィルトシャー 

千STG.£ 

1,665 
自動車機器事業 

100.0 

(100.0)
－ － － 同上 

クラリオン・フラン

ス S.A. 

 (注６) 

フランス 

クィスティン 

千EUR 

5,204 
同上 100.0 － － － 同上 

クラリオン・スペイ

ン S.A. 

スペイン 

バルセロナ 

千EUR 

607 
同上 

100.0 

(100.0)
－ － － 同上 

クラリオン・ハンガリ

ー・エレクトロニクス  

Kft. 

ハンガリー 

ナジカータ 

千EUR 

13,789 

自動車機器事業 

その他の事業 
100.0 － － － 

当社製品の製造

販売 

クラリオン・オリエン

ト Co., Ltd. 

中国 

香港 

千HK.$ 

25,000 
自動車機器事業 

100.0 

(100.0)
1 － － － 

ドンガン・クラリオン・

オリエント・エレクトロ

ニクス Co., Ltd. 

（注３） 

中国 

広東省 

千RMB\ 

128,886 
同上 

100.0 

(100.0)
－ － － 

当社製品の製造

販売 

クリスタル・プレシジョ

ン（マレーシア） 

Sdn., Bhd. 

マレーシア 

ペナン 

千M.$ 

15,600 
同上 75.0 － － － 

当社部品の製造

販売 

クラリオン（台湾）マニ

ュファクチュアリング  

Co., Ltd. 

台湾 

台北 

千NT.$ 

313,940 
同上 100.0 － － － 

当社製品の製造

販売 

クラリオン・アジア  

Pte. Ltd. 
シンガポール 

千S.$ 

1,500 

自動車機器事業 

特機事業 
100.0 － － － 当社製品の販売 

クラリオン・オーストラ

リア Pty. Ltd. 

オーストラリア 

ヴィクトリア 

千A.$ 

2,000 
同上 100.0 － － － 同上 

クラリオン・マニュファ

クチュアリング・コーポ

レーション・オブ・ザ・

フィリピンズ 

フィリピン 

カビテ 

千P.Peso 

432,000 
自動車機器事業 100.0 － － － 

当社製品の製造

販売 

クラリオン（香港）イン

ダストリーズ Co., Ltd. 

（注４） 

中国 

香港 

千HK.$ 

46,500 
同上 100.0 1 － － 

当社製品・部品

の輸出入及び当

社製品の製造販

売 

シアメン・クラリオン・

エレクトリカル・エンタ

ープライズ Co., Ltd. 

中国 

福建省 

千RMB\ 

34,260 
同上 

100.0 

(100.0)
－ － － 

当社製品の製造

販売 

開発・設計委託 

 



 （注）１．主要な事業の内容欄には事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．議決権の所有割合又は被所有割合欄の（ ）内の数字は、間接所有割合で内数であります。 

３．2006年３月、ドンガン・クラリオン・オリエント・エレクトロニクス Co., Ltd.への出資はクラリオン・オ

リエント Co., Ltd.からクラリオン（香港）インダストリーズ Co., Ltd.へ譲渡いたしました。 

４．特定子会社であります。 

５．平成18年４月１日付けで、クラリオンアソシエ㈱に社名変更しております。 

 ６. 平成18年４月１日付けで、クラリオン・フランス S.A.S.に会社形態を変更しております。 

７．以下の連結子会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

100分の10を超えているので、主要な損益情報等を記載しております。 

名称 住所 
資本金又は
出資金 

主要な事業の
内容 
（注１） 

議決権の
所有割合
又は被所
有割合 
（注２） 

関係内容 

役員の 
兼任 

設備の 
賃貸借 

資金援助 営業上の取引 

エレクトロニカ・クラリ

オン S.A. de C.V. 

（注４） 

メキシコ 

メキシコシティ

ー 

千M.PESO 

356,311 

自動車機器事業 

その他の事業 

100.0 

(19.0)
－ － － 

当社製品の製造

販売 

ウルトラ・インダストリ

アル S.A. de C.V. 

メキシコ 

クウェタロ 

千M.PESO 

6,140 
自動車機器事業 

100.0 

(19.0)
－ － － － 

クラリオン販売（株） 東京都文京区 
百万円 

300 

自動車機器事業 

特機事業 

その他の事業 

100.0 1 土地建物 － 

当社製品の販売

及び代理店への

卸売 

クラリオン・エム・アン

ド・エル（株） 
福島県郡山市 

百万円 

50 

自動車機器事業 

特機事業 

その他の事業 

100.0 － 

工場用 

土地建物 

機械装置 

－ 
当社製品部品の加

工委託 

クラリオンエンジニアリ

ング（株） 
埼玉県戸田市 

百万円 

80 
自動車機器事業 100.0 － 土地建物 － 

当社製品の開発 

・設計委託 

クラリオンシステムハウ

ス（株） 
埼玉県戸田市 

百万円 

40 
同上 100.0 － 土地建物 － 同上 

クラリオンサービス

（株） 
埼玉県北本市 

百万円 

40 

自動車機器事業 

特機事業 
100.0 － 土地建物 － 

当社製品の修理

等 

クラリオンファイナンス

（株） 
埼玉県戸田市 

百万円 

200 
その他の事業 100.0 － － － 

グループ企業に

対する金銭の貸

借 

クラリオン移動体通信販

売（株） 
東京都渋谷区 

百万円 

50 
同上 100.0 1 － － － 

クラリオン・ド・ブラジ

ル Ltda. 

ブラジル 

サンパウロ 

千R.$ 

1,450 
自動車機器事業 

100.0 

(100.0)
－ － － 当社製品の販売 

（持分法適用関連会社）                 

㈱エイチ・シー・エック

ス 
東京都千代田区 

百万円 

100 
自動車機器事業 34.0 1 － － 

当社製品の開発 

 ・設計委託 

クラリオン・マレーシ

ア Sdn., Bhd. 

マレーシア 

ペナン 

千M.$ 

4,000 
同上 45.0 － － － 

当社製品の製造

販売 

サイアム・シーエム・エ

レクトロニクス Co.,  

Ltd. 

タイ 

ラーヨン・プロ

ビンス 

千T.BAHT 

13,500 
同上 

45.0 

(45.0)
－ － － 同上 

名称 
主要な損益情報等（百万円） 

売上高 経常利益 当期純利益 純資産額 総資産額 

クラリオン・コーポレーション・

オブ・アメリカ 
31,411 526 801 8,048 14,633 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．当社は、60才定年制を採用しております。但し、満35才以上の年令に達している時は、選択定年規程に準じ

定年を選択することができます。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループの労働組合はクラリオングループユニオン・クラリオン支部他２支部あり、現在は全日産・一般業

種労働組合連合会に加盟しております。 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

 なお、当社の平成18年３月31日現在における組合員数は929名であります。 

  （平成18年３月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

自動車機器事業 9,320 

特機事業 185 

その他の事業 346 

全社（共通） 186 

合計 10,037 

  （平成18年３月31日現在）

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

1,165 42.1 18.1 6,301 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰など生産基盤のコスト上昇面もありましたものの企業収

益は改善し、民間設備投資も好調に推移し、景気回復基調にあります。また、個人消費についても雇用環境の改善

とともに回復傾向が見られました。海外では中国経済が引き続き拡大し、米国では政策金利の引き上げが実施され

るなかでも個人消費は堅調に推移しています。欧州においては、ＥＵ経済圏が広がりを見せており、景気には底堅

さが見られます。 

 当社グループの関連する自動車業界は、新車販売数においては国内生産・販売とも前年実績をわずかに上回りま

したが、このうち軽自動車の販売実績が大きく寄与しています。中国においては比較的安定した成長を遂げ、生

産・販売台数とも前年比それぞれ大幅な増加となっております。北米・欧州においてはほぼ前年並みの販売台数で

推移いたしました。このような市場環境のもと当社グループは、価値ある企業を目指す中期経営計画「ＭＯＶＥ２

０」において、いかなる市場環境のもとにおいても、安定して利益を創出できる企業体質の構築に取り組んでおり

ます。当連結会計年度の業績につきましては、販売価格競争の激化による価格下落等の影響はありましたものの、

国内ＯＥＭ（相手先ブランドによる生産）市場及び国内市販市場におけるカーナビゲーションの伸長やバス用ＡＶ

機器の販売増加、北中米及び欧州におけるＥＭＳ事業（Electronics Manufacturing Service:電子機器製造受託サ

ービス）の販売増等により、連結売上高は1,841億76百万円と前期比3.3%の増収となりました。 

 一方、損益面につきましては、開発費及び設備投資等戦略的投資の増加、物流費用の増加、積極的なキャンペー

ン展開による販売促進費等の投入をはかったことにより、連結営業利益は52億28百万円と前期比45.4%の減益、連

結経常利益は支払利息の削減等により45億47百万円と前期比37.6%の減益となりました。 

  特別損益につきましては、さいたま新都心への移転予定に伴う埼玉本社事務所の土地売却等による固定資産売却

益20億円、投資有価証券売却益13億73百万円等、特別利益38億75百万円を計上し、固定資産の減損に係る会計基準

の適用により減損損失13億35百万円、埼玉本社事務所の建物売却等による固定資産売却損6億87百万円等、特別損

失38億89百万円を計上しました。さらに、法人税等調整額等を控除し、連結当期純利益は58億62百万円と前期比

14.7%の増益となりました。 

①事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

（ⅰ）自動車機器事業 

 当社グループのコア事業であるカーオーディオ・カーナビゲーション・カーマルチメディア機器等の自動車

機器事業は、欧州市販市場での販売不振及び価格競争の激化による販売価格の下落等がありましたものの、国

内市販市場でのカーナビゲーションの販売伸長、経済成長の著しい中国ＯＥＭ及び国内ＯＥＭ並びに北米ＯＥ

Ｍ市場での販売増等により、当該事業の売上高は1,686億86百万円と前期比1.4%の増収となりました。 

  また、損益面につきましては、物流費用の増加、開発費等戦略投資及び販売促進活動等の積極的な投入によ

り、営業利益35億78百万円と前期比56.0%の減益となりました。 

（ⅱ）特機事業 

 バス用ＡＶ機器等の特機機器は、観光・路線バス業界への利用者のサービス向上を目的としたＩＴ技術によ

るバス・ローケーションシステムやオートガイドシステムの拡販及びドライバーの安全志向の高まりによるＣ

ＣＤカメラ等車両後方確認ＴＶシステムの積極的拡販に努めてまいりました。 

 この結果、当該事業の売上高は83億6百万円と前期比19.5%の増収となり、営業利益は14億51百万円と前期比

17.7%の増益となりました。 

（ⅲ）その他の事業 

 その他の事業は、北中米でのＥＭＳ事業の伸長及び欧州でのＥＭＳ事業開始等により、売上高は71億83百万

円と前期比43.4%の増収となりました。 

 また、一部設備投資等もあり、営業利益は1億99百万円と前期比8.1%の減益となりました。   



②所在地別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

（ⅰ）日本 

 国内経済は、企業収益の改善とともに雇用環境の好転及び株式市場の回復等によりデフレ脱却に向けて推移

しておりますが、原油価格の高騰等により、生産コストが上昇しつつあります。 

  当社グループが関連する自動車業界は、国内生産は輸出に支えられ増加しており、また、国内販売において

は軽自動車が好調に販売推移し、需要を牽引しております。業績につきましては、顧客が要求するコスト低減

は厳しさを増しておりますが、ＯＥＭ市場及び市販市場でのＡＶ（オーディオ・ビジュアル）タイプのカーナ

ビゲーションの販売伸長により、売上高は995億11百万円と前期比3.0%の増収となりました。 

  一方、損益面につきましては、開発費等の戦略投資及び流通経費等の増加により、営業利益は37億98百万円

と前期比39.8%の減益となりました。 

（ⅱ）米州 

 米国経済は、政策金利の引き上げ及び米国大手自動車メーカー等の業績悪化もあり、経済への懸念が見られ

ます。 

  一方では日系自動車メーカーは堅調に販売を伸ばしており、ＯＥＭ市場での販売増加及び北中米でのＥＭＳ

事業の販売が伸びたことにより、売上高は437億25百万円と前期比13.3%の増収となりました。一方、損益面に

つきましては、販売価格の下落及び流通経費等の増加もあり、営業利益は10億57百万円と前期比36.9%の減益

となりました。 

（ⅲ）アジア・豪州 

  アジア経済は、中国人民元の切り上げの方向感があるなかで、中国の急激な経済成長を反映し、雇用及び個

人消費も好況下にあります。中国内でのＯＥＭ納入の大幅な伸長及び台湾でのＯＥＭ納入増加等により、売上

高は150億63百万円と前期比40.3%の増収となりました。一方、損益面につきましては、販売経費等の増加、中

国内での開発費増加等により、営業利益は7億28百万円と前期比7.8%の減益となりました。 

（ⅳ）欧州 

 欧州経済は、ＥＵ経済域圏での失業率は微減傾向にあるものの、依然として高失業率にあり、雇用環境の好

転は見られません。また、原油価格高騰の影響によるインフレ懸念から、金利の引き上げ等もあり慎重な個人

消費の動きを示しており、本格的な回復には至っておりません。市販市場での価格競争激化による価格下落及

び販売不振、並びにＯＥＭの減少等により売上高は258億77百万円と前期比20.0%の減収となりました。 

  一方、損益面につきましては、販売経費の削減努力をしたものの、減収及び販売価格の下落等により営業損

失は3億54百万円（前期は3億48百万円の営業利益）となりました。 

なお、上記所在地別セグメントの売上高は外部顧客に対するものであります。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度においては、税金等調整前当期純利益及び減価償却費等による資金回収、売上債権の早期回収、

投資有価証券売却、さいたま新都心への移転予定に伴う埼玉県戸田市の本社事務所売却等によりフリ－キャッシ

ュ・フロ－が増加し、有利子負債の削減に努めました結果、現金及び現金同等物の期末残高は119億54百万円（前

連結会計年度末は110億16百万円）と9億37百万円の増加となりました。 

  営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益45億34百万円、減価償却費49億55百万円の計

上、投資有価証券売却益及び固定資産売却益を計上し、また、売上債権の早期回収、支払利息の削減等により、92

億36百万円の増加（前連結会計年度末は80億38百万円の増加）となりました。 

  投資活動によるキャッシユ・フローは、有形固定資産の売却78億2百万円、投資有価証券の売却24億30百万円、

さいたま新都心の土地取得及び中国等の生産設備の有形固定資産の取得81億6百万円、ソフトウェア等の無形固定

資産の取得30億92百万円等により、10億55百万円の減少（前連結会計年度末は60億30百万円の減少）となりまし

た。 

  財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の削減に努め、79億38百万円の減少（前連結会計年度末は

175億37百万円の減少）となりました。 

 シンジケート方式による資金調達の概要 

 財務体質の強化及び柔軟性・安定性・効率性の高い資金調達として、コミットメントライン及びタームローンを

平成16年10月にシンジケート方式により導入いたしましたが、このうち、平成17年10月にコミットメントライン総

額230億円を複数通貨対応型として再組成をしました。また、長期安定資金の確保を目的として、平成17年9月にシ

ンジケート方式により期間3年のタームローン総額100億円の調達をはかっています。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額は平均販売価格で算定しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社グループは受注生産を行っておりません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

自動車機器事業 118,397 7.5 

特機事業 3,836 11.3 

その他の事業 4,151 145.3 

合計 126,385 9.6 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

自動車機器事業 168,686 1.4 

特機事業 8,306 19.5 

その他の事業 7,183 43.4 

合計 184,176 3.3 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（百万円） 割合 金額（百万円） 割合 

   ％  ％ 

日産自動車㈱ 19,939 11.2 17,631 9.6 



３【対処すべき課題】 

 世界経済は、景気拡大している中国や米国に牽引されて着実な景気回復が見込まれております。わが国経済におい

ても景気回復は底堅く推移すると見込まれます。一方では、原油価格の高騰、国民負担率の増大、金融の総量規制で

の金利上昇予測などが企業業績に与える影響については不透明であると考えられます。 

 車載情報機器業界におきましては、カーナビゲーションを始めデジタル機器の市場拡大が見込めるものの、当社グ

ループの取り扱う商品は全般的に市場競争が激しく、これに伴う価格下落も継続しており、取り巻く経営環境は国内

外市場で厳しい状況が続くものと予測されます。 

  当社の関連する自動車業界におきましても、国内外を問わずコスト競争は厳しさを一段と増しております。 

市場の要求に応えるためには、顧客価値の高い商品導入に重点をおいた新技術の開発とそのための開発力の強化が必

要であり、それにともなう研究開発投資の拡大が見込まれます。また、グローバルな生産戦略・購買戦略による生産

効率向上や変動費低減によるコストダウン並びに競争力のあるプラットフォームやキーモジュールの開発により原価

造成力の向上を図ってまいります。 

  このような状況下で当社グループは、中期経営計画「ＭＯＶＥ２０」において、より価値ある企業へのステップア

ップに取り組み、グループの総力を結集し事業構造の改革を推進してまいります。 

 その一環として、ブランド価値向上を目指しグループ内のあらゆるプロセスの付加価値を高めるグローバルクラリ

オンブランド活動を推進するとともに、株式会社日立製作所とオートモーティブシステム事業の拡大に向け、協力関

係を強化し各分野での協業によりシナジー効果を高めてまいります。 

 またお客さま対応力を強化し、市場ニーズに迅速かつ柔軟に対応するとともに、日本・北米・欧州・中国・アジア

等におけるグローバル体制を拡充し、当社グループの開発・調達・生産・販売・管理等の事業活動を有機的な流れへ

と結びつける優位性を持ったオペレーションの構築を引き続き推進してまいります。 



４【事業等のリスク】 

 当社グループの経営成績及び財務状況並びにキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のよう

なものがあります。 

 なお、文中における将来予測に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成18年6月28日現在)において、当社グル

ープが判断したものであります。また、記載のリスク項目は、当社事業に関するすべてのリスクを網羅したものでは

ありません。 

(1）経済状況について 

 当社グループは、車載用音響機器及び情報通信機器を中心にグローバルな事業展開を行っております。このた

め、さまざまな市場における経済状況の影響を受けることになります。従いまして、日本、米州、欧州、アジア・

豪州等の主要市場での景気後退局面における需要の縮小、経済環境の急激な変化（為替影響・価格影響・会計制度

の変更等）は、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(2）為替の変動影響について 

 当社グループは、グロ－バルに生産及び販売する事業展開を実施しています。各地域における売上・費用・資産

等を含む現地通貨建ての諸項目は、財務諸表の作成のため円換算されております。換算時の為替レートにより、現

地通貨における価値に変化がなくても、円換算により影響を受ける可能性があります。 

 各通貨間における為替変動のバランスが急激に変化した場合には、当社グループの事業に悪影響を及ぼす可能性

があります。 

 また、当社グループが生産を行う地域の通貨価値の上昇は、その地域における製造原価を押し上げる要素とな

り、市場での価格競争力を低下させる可能性があり、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性が

あります。 

(3）価格競争の激化について 

 当社グループが事業展開を行っている車載用音響機器及び情報通信機器業界は、国内外多数の競合メーカーが参

入し、価格競争が激しくなっております。 

 ＯＥＭ取引のお客さまであるカーメーカーはグローバルな調達を行っており、サプライヤー選定において重要な

要素である納入価格について、全世界レベルの厳しい競争となっております。また、お客さまの購買施策による価

格低減要求も厳しくなっており、想定を超えた納入価格の下落が生じた場合、並びに、国内外市販市場での著しい

市場価格の下落等が生じた場合、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(4）主要顧客企業の業績依存について 

 当社グループの主たるお客さまは国内外のカーメーカー及び市販量販店であります。これらお客さまからの想定

外の値引き要請、お客さまサイドでの調達方針の変更に伴う取引高の縮小及び業績の不振は、結果として、当社グ

ループの売上高及び利益額（率）等を低下させる可能性があります。また、お客さまであるカーメーカーの車両販

売がユーザーの支持を得られず業績が低迷した場合、当社グループの提供しております製品等の売上高は、自動車

需要の動向に左右され、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(5）他社との提携の成否について 

 当社グループの取扱い製品等の技術進歩は速く、限られた経営資源を有効活用し、効率的な新製品開発と販売機

会の拡大等を達成するため、他社との技術提携や共同開発等を進めております。特に、筆頭株主であります株式会

社日立製作所とは、設計ツール等共同開発をはじめとして、資材調達、サ－ビス、商品企画、業務プロセス等での

包括的な業務提携により事業の拡大・強化を進めております。 

 しかし、外的要因を含む諸事情、あるいは市場での製品ニーズの変化等により、その効果を享受できず期待した

成果をあげられなくなる可能性があります。これにより、将来の成長性と収益性を低下させ、当社グループの業績

と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 



(6）新製品開発力及び開発資源について 

 当社グループは、お客さまのニ－ズを追求し、車載用音響機器及び情報通信機器等の魅力ある新製品を市場に供

給することにより売上高の拡大をはかっておりますが、新製品は技術進歩の速い先端技術に支えられており、その

依存度はますます高まっております。 

 当社グループの新製品開発において、雇用流動化の進展等の環境変化により、①優秀な開発要員の確保や育成が

困難となる可能性、②お客さまからの技術要求レベル及びスピード要求に対応できなくなる可能性、③将来保有す

べき要素技術の確保が困難になる可能性等のリスクがあります。これらにより、将来の成長性を低下させ、当社グ

ループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(7）製品の欠陥について 

 当社グループは、ISO及びQS等に基づく品質マネジメントシステムにより、品質管理の徹底及びサ－ビス体制の

充実をはかり、製品を万全の注意を払ってお客さまへ提供させていただいております。しかし、将来において大規

模なリコールや製造物責任賠償（製造物責任については保険加入しておりますが、保険で賠償額をカバーできると

いう保証はありません）につながるような製品の不具合が発生しないという保証はありません。 

 不測の状況が発生した場合には、多額のクレーム費用や当社の製品等の評価に重大な影響を与え、売上高の減少

や利益の縮小などにより、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(8）当社ライセンス及び第三者ライセンスの利用について 

 当社グループは競合製品との差別化をはかるため、技術とノウハウの蓄積を実施しております。当社グループ独

自の技術とノウハウは、一部の地域においては法的制約により知的財産権の保護は不完全で限定的にしか保護され

ない状況にあります。また、第三者が当社グループの知的財産権を使用して類似した製品を製造・販売することを

未然に防止できない可能性もあります。 

 一方では、当社グループは他社の知的財産権を侵害することのないよう対策を実施しておりますが、不測にも将

来に他社の保有する知的財産権を侵害していると判断される可能性があり、当社グループの業績及び財務状況に悪

影響を及ぼす可能性があります。 

 また、当社グループは従業員の発明に対して、改正特許法に基づいた職務発明補償制度等の改定を平成17年４月

１日に実施しましたが、補償評価に対して発明者から訴訟提訴されるリスクがあります。 

(9）グループ外からの部品等調達について 

 当社グループは、重要部品であるメカニズムは自社で製造しておりますが、半導体等の一部重要部品はグループ

外より調達しております。 

 供給元とは、安定的な供給が確保されるよう体制を整えておりますが、需要急増や予期せぬ災害等の発生によ

り、必要数量が必要とする時期に納入されない可能性があります。その場合には、当社グループでの生産の混乱、

物流費用の増加、ひいては、お客さまへの供給の影響等が発生し、販売機会の損失等が発生する可能性が考えられ

ます。また、素材の高騰、為替相場の急変等により調達価格が上昇した場合、当社グループの業績及び財務状況に

悪影響を及ぼす可能性があります。 

(10）海外進出に潜在するリスクについて 

 当社グループの海外市場への事業進出には、当該国の景気後退に伴う市場規模の縮小のほか、国及び地域におけ

る政治的・経済的混乱、予期せぬ法規制の変更、戦争・テロ、通貨危機、自然災害・疾病蔓延等のリスクが内在し

ています。 

 また、当社グループはグローバル生産戦略に基づき、海外に生産拠点を設けており、とりわけ中国の東莞地区・

アモイ地区での生産比率は高まっておりますが、カントリーリスク等を考慮し、生産体制のコントロールは当社で

実施しております。上記に掲げた要因のほか、ストライキや治安悪化による不測の事態等により事業の遂行が中断

された場合には、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(11）退職給付債務について 

 当社及び一部の国内連結子会社並びに一部の海外連結子会社においては、確定給付制度を採用しております。従

業員退職給付費用等については、勤続年数、離職率、割引率、期待収益率等に基づいて算出されております。 

 しかしながら、近年の割引率の低下及び資産運用利回りの低下などにより、未認識の数理計算差異等により将来

的には企業の退職費用の増加という形で、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 



(12）固定資産の減損会計について 

 当連結会計年度において、固定資産の減損に係る会計基準の導入に伴い、当社及び国内子会社等が保有する有形

固定資産及び無形固定資産、リース取引による賃借物件等については、個別に回収可能性を検討し減損損失13億35

百万円を計上しております。 

 有形固定資産及びリース物件等においては、将来、技術革新等による設備の陳腐化や事業撤退による不要設備が

発生した場合、相当の減損による損失が発生する可能性があります。また、無形固定資産においては、主に自社利

用のソフトウェアを利用見込期間（5年）に基づく定額法で減価償却しておりますが、将来の利用見込期間が当初

の利用見込期間を下回った場合には、相当の減損による損失が発生する可能性があります。その場合には、当社グ

ループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(13）投資リスク、売上債権等の回収懸念及び偶発損失について 

 当社グループの将来事業拡大のための国内外への事業投資、研究開発投資等が実施された場合、それらは需要予

測に基づくため、実需要によっては、すべてが成功につながるものではありません。また、当社グループは、金銭

債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により引当し、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討して引当を実施しております。また、長期貸付金につきましては貸付先より担保を

徴すなど債権保全を行っておりますが、貸付先が社会情勢の変化、予期しない法律または規制の変更、経済要因及

び災害等による操業の中断等により、回収が困難になる可能性があります。 

 当社グループは事業展開する国及び地域において、輸出制限、関税等各種税制をはじめとするさまざまな法規制

等の適用を受けております。当社グル－プは法規制等を遵守しておりますが、これら規制に対して不測にも遵守し

ていないとされた場合には、コストの増加につながる可能性があります。これらの偶発損失は、当社グループの業

績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(14）災害や停電等による影響について 

 当社グループは、主要な設備に対して安全性確保等も含め、すべての生産設備及び開発設備等の定期的な災害防

止検査と法定点検等を実施しております。また、危機管理マニュアルを制定し、地震・自然災害・火災・海外安全

体制について対応策を周知徹底しております。 

 しかし、予期せぬ事故、地震・雷等自然災害、生産拠点における電力不足等のインフラ環境の変化により、事業

活動に支障をきたす可能性があり、事業活動が中断に至る事態となった場合には、当社グループの業績及び財務状

況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(15）環境問題について 

 当社グループは、ISO14001に基づく環境マネジメントシステムの推進により、環境配慮型製品の開発や環境汚染

物質の削減、鉛フリーのはんだの採用、土壌汚染調査、アスベスト使用調査並びにリサイクル等によるゼロエミッ

ションの推進、省エネルギー活動、グリーン購買の推進などサプライヤー教育等を含め環境保全活動に取り組んで

おります。 

 しかし、各国の法規制やお客さまの要求事項により、対象の規制物資や運用時期が異なっており、今後の各国の

法規制の強化や動向によって、当社グループの製品を構成している部品等に、新たに規制された環境負荷物質が含

有される可能性はあります。このことにより、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。なお、昨年より編さん方法を改編しましたサステナビリティレポートとＣＳＲ（企業の社会的責任）レポート

を合同した「クラリオンレポート2006」は当年8月に発行予定であります。 

(16）個人情報保護について 

 当社グループは、国内における個人情報保護規程の制定、情報セキュリティ方針の設定を通じて、情報管理に努

めておりますが、コンピュータへのハッカー等の侵害等により、お客さまの個人情報漏洩がまったく起きない保証

はありません。万が一、情報漏洩が起きた場合には、お客さまに対する賠償責任が発生する可能性があります。そ

の場合には、信用及びブランドイメ－ジが低下することにより、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす

可能性があります。 

  （17）人材の確保と技術継承について 

 企業活動を支えてきた専門知識や技能を有する人材が定年退職することにより、会社固有の技術が喪失するリ

スクがあります。当社及び国内子会社等では「改正高年齢者雇用安定法」に基づき、定年退職者のうち希望者を

引き続き雇用する継続雇用制度を導入しておりますが、人材の確保及び技術移転が円滑に継承されない場合は企

業活動が低迷する可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 当社グループが締結している主な技術導入契約は次のとおりであります。 

６【研究開発活動】 

 当社グループは、ＩＶＣＳ（In Vehicle Computing System 車載情報端末）の先行技術開発を重点に、高度情報化

社会に向けてカーマルチメディア技術並びに情報通信技術分野の研究開発を行っております。 

 当連結会計年度の研究開発の主な成果は、以下のとおりであります。 

１）車載情報システム向け製品プラットフォームの開発 

 株式会社日立製作所とオートモティブシステム事業の拡大に向けた施策の一環として、カーナビゲーションをは

じめＣＩＳ（Car Information System：車載情報システム）事業における技術提携を強力に推進しております。当

分野における技術開発戦略として、カーナビゲーションの基本ソフトウエア開発及び市場ニーズ動向を見据えた先

行開発に着手しました。なかでも地上デジタルチューナー技術に関してはＴＶ放送の全国展開に合わせ、２００６

年から商品化するととともに電波受信性能の向上、データ放送対応及びワンセグ受信等商品性能の高度化と差別化

に向けた開発を実施しています。 

２）ヒューマン・マシン・インターフェイス（ＨＭＩ）システムの開発 

 車室空間という特殊な環境における操作性向上を目的とし、人間と機械の新たな関係を構築するＨＭＩシステム

の開発を実施しています。当該システムでは、カメラ画像を補正して運転中の車両を真上から見た俯瞰映像にする

ことにより駐車を容易にする画像処理技術が、視点変換ボックスとして世界で始めて商品化されました。また、駐

車時のモニター画像にリアルタイムで予想軌跡や距離マーカーを表示するスーパーインポーズ技術、走行時の安全

運転をサポートする白線認識技術等の開発、さらに、これらの機能を１チップに収めたＡＳＩＣ開発（特定用途向

け集積回路）をしました。さらに、カーメーカー及び日立製作所と共同でカメラ画像を応用した各種安全運転に関

るシステムの開発を進めております。 

３）車室内の音響リスニング環境の高度化 

 歪んだ音場の特性を自動的に測定して理想のリスニング環境に近づける自動音場補正技術、ＤＶＤオーディオな

どのマルチチャネルソースを臨場感のある音として再現するオリジナルサラウンド技術、高速走行や様々な道路条

件下で音楽をかき消してしまうロードノイズにも対応するラウドネス補正型オートボリュームコントロールなどの

技術開発をしました。 

また、車室内のノイズを低減するＡＮＣ（アクティブノイズコントロール）や、各シートごとの最適音響空間（パ

ーソナルサウンドスペース）の実現に向けた技術開発に取り組んでいます。 

 当連結会計年度における研究開発費の金額は7億10百万円であります。主として要素技術開発や各セグメントに

またがる複合領域に投資しているため各セグメントには区分しておりません。 

契約会社 相手先 国名 契約の内容 契約期間 

クラリオン㈱ 
トムソンライセンシング

S.A. 
フランス 

光学式オーディオ及びビデオディ

スク再生装置に関する特許実施許

諾契約 

自 平成15年７月１日 

至 平成20年６月30日 

〃 
ディスコビジョン・アソ

シエイト 
アメリカ 

光学系ディスクプレーヤーの製造

技術 

自 平成６年12月１日 

至 許諾特許権満了日 

〃 

コーニンクレッカーフィ

リップス エレクトロニ

ック N.V 

オランダ ＤＶＤ製品に関する特許実施契約 
自 平成15年４月１日 

至 平成20年３月31日 

〃 株式会社 東芝 日本 ＤＶＤ製品に関する特許実施契約 
自 平成13年４月１日 

至 平成19年12月31日 

〃 
財団法人 道路交通情報

通信システムセンター 
日本 

ＶＩＣＳ技術情報の使用に関する

契約 

自 平成７年11月28日 

至 両当事者での終了

確認日 



 事業の種類別セグメント別の開発活動は、以下のとおりであります。 

（通常の量産品の開発、改良等に係わる活動について記載しております） 

  

(1）自動車機器事業 

①ＩＶＣＳ・カーナビゲーション分野 

 当社グループでは、“クラリオンＨＭＩ”をコンプセプトに掲げユニークな着想と行動力でワクワクする

カーライフを提案して行くことで商品力の強化をはかっています。カーナビゲーションにおいては、ＡＶ

（オーデイオビジュアル）ナビゲーションタイプの顧客ニーズが高く、ＡＶタイプのＨＤＤ（ハードディス

ク・ドライブ）ナビゲーションの増加が顕著であります。さらに、ＤＶＤ、ＭＤ及びカードメディア（メモ

リスティック、ＳＤカード等）など多彩なメディアの搭載と各種情報リソースの提供等充実がはかられ顧客

の利便性を高めるとともに顧客の問題解決のサービスを追及しております。 

 利便性追求においては、ユーザーの視認効果を高めるため表示機能としてディスプレイパネルをより高精

細化し、16色表示を可能とする地図や文字等の描画をよりクリアにしました。 

また、検索等操作機能については、人間工学的に見直し操作性・安全性の向上をはかるとともに新機能とし

てＴＶサーチ（ティーピィー機能：番組・雑誌名からの検索）を採用し機能向上しています。 

 ＡＶの機能付加については、ＤＶＤ－Ａｕｄｉｏ、ｉＰｏｄ対応をはじめ４倍速リッピング対応モデルの

開発、リアエンターテイメントのためのディスプレイ２ゾーン対応モデルの開発、ハイビジョン放送や高精

細なコンテンツを車室空間で楽しめる地上デジタルチューナ対応モデルの開発・販売を０６年モデルとして

市場投入しました。 

 さらに、高性能ＣＰＵを搭載した新プラットフォームを採用した３Ｄメニュー、新高精度自車位置測定シ

ステムの開発により機能高度化をはかっています。 

  

②カーオーディオ分野 

 オーディオ分野においては、リスナーのハイレベルな要求に応えるとともに、クラリオンの遺伝子を継承

し原音再生の頂点モデルとして高音質ＣＤレシーバーを本年６月に市場投入いたしました。 

 ２ＤＩＮモデルとして、ＣＤ約１３枚もメモリーし４倍速録音・再生できるミージックキャッチャー機能

及びＳＤメモリーカード、ＷＭＡ／ＭＰ３など多彩なデジタルメディアにより、都会的な夜景をイメージさ

せる洗練の光とフォルムを実現したカーオーディオを誕生させました。 

 ＴＶ等ビジュアル分野においては、１ＤＩＮインダッシュタイプでディスプレイにワイド７型を搭載し高

画質映像をワイドに映し出し２００６年グッドデザイン賞を受賞しました。 

また、機能アップ商品として迫力の５.１ｃｈサラウンドを高性能で制御するレシーバーの市場投入をはかっ

ています。  

 ＨＭＩの思想を反映させ、幅広いデジタルメディアと連携するためクルマの内と外をシームレスに結ぶ新

しい音楽スタイルのサポートを目的に、iＰｏｄ/ＵＳＢ接続対応やＳＤスロットの搭載で車外とのインター

フェースを可能にし、顧客トレンドの常に一歩先を提案して行くことに注力して、当社グループが一貫して

追求し続けている「原音再生」を実現いたしました。具体的にはデジタルサウンドプロセッサーやデジタル

Ｚエンハンサーを搭載し車室空間を心地よい音場に作り変え、お客さまにくつろぎと楽しみを提供してまい

ります。 

(2）特機事業 

 路線及び観光バス機器分野においては、汎用性、拡張性、長期互換性に優れた次世代プラットホームとしてＯ

Ｓ（基本ソフト）にLinuxとJavaを用いた新型車載端末ＡＧＳ（オートガイドシステム：音声合成放送装置）を開

発し、路線バスオートガイドシステムとして市場導入をしました。さらに、バスロケーションシステムの実現に

向け、車載プラットホームへのバスロケアプリケーションの開発及びバスロケＡＳＰ（アプリケーションサービ

スプロバイダ）サーバの開発をしました。また、一般業務用車両へ展開するため小型、１２Ｖ電源動作の新車載

プラットホームの開発を行い、汎用車載の特徴を生かしアプリケーションを変えることで、車両位置情報サービ

ス端末として拡張性も高く、ＡＳＰサーバとネットワーク化することで、ＢｔｏＢの業務テレマティクスを積極

的に提案しています。 

 今後も次世代に向けた最先端技術並びに商品化技術の開発を推進し、顧客満足度を高める努力をはかってまい

ります。  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月28日）現在において当社グループが判断

したものであります。 

(1）重要な会計方針及び会計上の見積 

  当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」、当社の財務諸表は「財務諸

表の用語、様式及び作成方法に関する規則」に基づき作成されております。 

  当社及び国内連結子会社は、日本において一般に公正妥当と認められる会計基準に従って財務諸表を作成し、当

社の在外連結子会社は、その子会社が所在する国において一般に公正妥当と認められる会計基準に従って財務諸表

を作成しております。 

  当社の経営陣は、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値ならびに報告期間における

収入・費用の報告数値に影響を与える見積及び評価（以後「見積等」という）を行わなければなりません。それは

主に金銭債権、たな卸資産、固定資産及び投資有価証券、繰延税金資産、退職給付費用、偶発債務等見積等に対し

て、過去の実績や発生状況に応じた合理的と考えられるものなど、継続して見積等により計上を行っております。

なお、実際の結果につきましては、見積等特有の不確実性があるため見積等と異なる場合があります。 

  当社は、特に以下の重要な会計方針が当社の連結財務諸表の作成において、見積等が影響を及ぼす事項と考えて

おります。 

①収益の認識 

  当社グループの製品及び商品の販売による売上高は、通常、顧客からの発注書に基づき出荷基準にて認識してお

ります。役務売上高は、役務提供が行われ、顧客によって検収された時（検収基準）に認識しております。また、

当社グループは、販売政策により販売リベートなどの顧客奨励金及びサービスワランティなどのサービス保証見込

について、過去の実績に基づいた見積額を費用計上もしくは、収益から控除しております。当社グループの見積に

対して奨励金等を受け取る顧客側の実績が上回った場合、費用の追加計上または収益からの追加控除が必要となる

可能性があります。 

②貸倒引当金及び投資損失引当金 

 当社グループは、金銭債権の貸倒れによる損失に備えて、回収不能見込額を貸倒引当金として計上しておりま

す。また、関係会社株式の実質価値の低下による損失に備えて、純資産価額等を勘案して必要と認められる額を投

資損失引当金として計上しております。顧客及び関係会社の財政状態が悪化し、その支払能力等が低下した場合、

追加引当計上が必要となる可能性があります。 

③たな卸資産 

 当社グループのたな卸資産評価は、主として総平均法による原価法によっております。なお、たな卸資産の評価

において、市場状況及び陳腐化等により、適切な減価率による見積額と原価との差額に相当する評価減を計上して

おります。実際の将来需要または市場状況が見積より悪化した場合、追加の評価減が必要となる可能性がありま

す。 

④金融商品 

株式； 

 当社グループは、長期的な取引関係の維持のために、特定の顧客及び金融機関の株式を保有しております。投

資価値の下落が一時的でないと判断した場合に投資の評価損または減損を計上いたします。 

公開会社の株式に対しては、決算及び中間決算月の1ヶ月間の平均株価と簿価を比較し必要に応じて評価損を計

上しております。また、非公開会社の株式に対しては、当該会社の財政状態の悪化により、実質価額が著しく低

下したときは、相当の減額を行います。 

 当連結会計年度における保有株式の評価損の金額は54百万円と僅少であります。また、将来の市況悪化または

投資先の業績不振等により、評価損の計上が必要となる可能性があります。 

デリバティブ取引； 

 デリバティブ取引（為替予約取引、金利スワップ取引）は、契約日のそれぞれの時価により評価され、そのう

ち、ヘッジ取引についてはヘッジ会計を適用しています。ヘッジ会計を適用していないデリバティブ取引は、時

価の変動により生じた評価差額は当連結会計年度の損益として処理されております。また、ヘッジ対象物とヘッ

ジ手段との関係が直接的であるためヘッジの有効性の評価は省略しております。 



⑤連結調整勘定 

 当社の実質支配力基準により、議決権の過半数を有している子会社は連結対象となります。また、当社が経営

に影響力を有する関連会社に対する投資は持分法を適用しております。連結当期純利益は、未実現利益を控除し

た関連会社の当該連結会計年度の純利益に対する当社の持分を含んでおります。 

 連結子会社の純資産額に対する投資原価の超過額は無形固定資産勘定に含まれる「連結調整勘定」として認識

され、中米子会社は20年間で定額法により償却しております。 

  

 ⑥減損損失 

 当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用し、当連結会計年度の特別損失（減損損失）に13億35

百万円計上しています。グルーピングの単位である各事業部門においては減損の兆候がありませんでしたが、共用

資産であります物流倉庫及び他の共用物件について、地価等が大幅に下落したことにより帳簿価額を回収可能価額

等まで減損しました。しかし、将来において、資産及び資産グループが使用されている営業活動から生ずる損益ま

たはキャッシュ・フローの継続的なマイナス、リストラクチャリング等による使用範囲または使用方法の著しい変

化、市場価額の著しい下落、経営環境の悪化などが生じた場合に減損の兆候となることで回収可能性の検討を行う

ことになります。 

  

⑦法人税等調整額 

 会計上と税務上の資産及び負債の金額との間の一時的差異に対し、将来見込まれる税効果については資産負債法

を用いて繰延税金資産及び繰延税金負債を認識しております。 

 なお、当社は当期末に計上している繰延税金資産については、回収可能性があると判断しております。 

⑧退職給付費用 

 退職給付会計基準は、2000年4月1日開始連結会計年度より適用しております。当社及び一部の国内連結子会社に

おいては、確定給付型の適格退職年金制度を採用しております。 

 従業員退職給付費用及び債務は、数理計算により設定される一定の前提条件に基づいて算定されております。こ

れらの前提条件には割引率、退職率、死亡率及び年金資産の期待運用収益率等が含まれます。うち、割引率は安全

性の高い長期の債券の利回りを基礎としておりますが、近年の割引率の低下及び年金資産の運用での損失は、当社

グループの年金費用に悪影響を及ぼします。 

 なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（7

年から13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より償却することとしております。

(2）業績報告 

①概要 

 当社グループは、より価値ある企業への変革を目指す中期経営計画「ＭＯＶＥ20」の遂行により経営革新を果た

すとともに、いかなる市場環境のもとにおいても、安定して利益創出できる企業体質の構築に取り組んでまいりま

す。 

 当連結会計年度は、原油価格の高騰など生産基盤のコスト上昇面もありましたものの企業収益は改善し、民間設

備投資も好調に推移するなど景気回復基調にあります。また、外国為替市場においては、当連結会計年度での平均

為替レートは、前連結会計年度に比べ、米ドルに対して5.4％円安、ユーロに対しては2.0％円安となりました。ま

た、販売価格競争の激化による価格下落等の影響はありましたものの国内ＯＥＭ市場での販売増加等により、当連

結会計年度の売上高は1,841億76百万円と前期比3.3％増収となり、営業利益は52億28百万円と前期比45.4％減益、

経常利益は45億47百万円と前期比37.6％減益、当期純利益は58億62百万円と前期比14.7%増益となりました。 

②為替変動の影響 

 前連結会計年度からの為替レートの変動により、当連結会計年度の売上高への影響は増収で36億2百万円と試算

されます。一方、当社グループは海外生産比率の上昇により為替レートの影響を受けるため、営業費用への影響は

36億44百万円と試算され、これにより、営業利益は42百万円減少したと試算されます。この試算は、当連結会計年

度の外貨建取引の売上高、売上原価及び販売費及び一般管理費に、前連結会計年度の外国為替市場における平均円

レートを適用して算出したものであります。なお、海外向け製品・商品の販売価格変更等の影響は考慮されており

ません。 



③売上高 

 当連結会計年度の売上高は1,841億76百万円となり、前期比3.3％の増収となりました．国内外向け売上高の内訳

は、国内売上高は995億11百万円と前期比3.0％の増収となり、海外売上高は846億65百万円と前期比3.7％の増収と

なりました。 

 カーオーディオ・カーナビゲーション・カーマルチメディア機器等の自動車機器事業の売上高は、1,686億86百

万円と前期比1.4％増収となりました。国内ＯＥＭ市場においては、新規商権の獲得及びＯＰの販売増により増収

がはかられ、海外ＯＥＭ市場においては、北米での新規商権等及び車両販売増に伴う好影響はありましたものの欧

州でのモデルチェンジの端境期により販売減への影響がありました。 

 一方、国内市販市場においては、順調に販売が増加しております。なかでも、iPod接続対応のＡＶカーナビゲー

ションの販売が好調であり売上台数で前期比22.3％伸長し、カーナビゲーションのシェアは約20％（前期は9％）

となっています。7インチの大型ディスプレィの採用等もあり、より見やすい・使いやすいが好評を博し顧客満足

度の向上につながっております。 

 海外市販市場においては、北米市場での広域販売店への販売増加、北米での次世代型衛星デジタル放送開始によ

り、デジタルチューナーの販売も本格化してまいりました。欧州市場では、価格競争の激化及び販売減少等厳しい

状況が続いております。なお、グローバル市販戦略として、当年度よりクラリオンＨＭＩをブランドスローガンと

して掲げ商品力向上に努めています。 

 バス用ＡＶ機器・ＣＣＤカメラ等の特機事業の売上高は、83億6百万円と前期比19.5%の増収となりました。 

   現在は主に国内需要に対応していますが、海外への拡販にも努めており、今後の増収効果として期待されます。 

   路線バス利用者へのサービス向上を目的としたバス・ロケーションシステム* の販売が好調に推移していま 

   す。  

    また、ドライバーの安全志向の高まりによるＣＣＤカメラ等車両後方確認ＴＶシステム機器が安定的な需要と 

   なっています。 

    その他の事業につきましては、中米及び欧州でのＥＭＳ事業の伸長・新規開始等により、売上高は71億83百万 

   円と前期比43.4％の増収となりました。  

*バスロケーションシステム 

 利用する顧客側：携帯電話等により自分が利用するバスが現在どのあたりを運行し、何分後にバス停に来るかを

         読み取ることが可能となるなど利便性の向上がはかられます。 

 バス運行会社側：各路線バスはＧＰＳにより走行位置及び運行状況がリアルタイムで把握可能となり、運行管理 

         レベルの向上がはかられます。 

  

④売上原価、売上総利益、販売費及び一般管理費 

 売上高は前連結会計年度より58億51百万円増収となったものの、売上原価は63億37百万円増加し、1,471億23百

万円となり、売上原価の比率は1.0ポイント上昇し79.9%となりました。増益要因については、国内外からの調達部

品の価格低減、売上増収効果による売上総利益の増加等、減益要因については、価格競争による販売価格低下、商

品ミックスによる原価率上昇、暫定対策などロスコストの発生、積極的な開発費投資による増加及び戦略的投資に

よる減価償却費の増加等によるものであります。また、販売費及び一般管理費は、前連結会計年度より38億67百万

円増加し、318億24百万円となりました。増加要因はアライアンスによる共同開発費の投下、中国での新機種等生

産立ち上がりのトラブル等によるエアー出荷の増大など物流費の大幅増加、ブランド戦略及びキャンペーン等販売

促進への積極的投下によるものであります。 

 売上原価、販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費及び製品等の改良・改善に関わる費用は前期比6.4％増

加し114億円となり、営業収入に対する比率は6.2％となりました。これは主に、カーナビゲーションシステム、Ｉ

ＶＣＳ（車載情報端末）開発に経営資源の選択と集中をはかり、当社グループの戦略製品の技術的優位性をさらに

高めるための研究開発活動をした結果であります。 



⑤営業利益 

 営業利益は、変動費低減等ありましたものの開発費の増加、物流費の増加、ブランド戦略及び国内市販増による

販売手数料の増加等、販売費及び一般管理費の増加により、前連結会計年度の営業利益95億82百万円に対し45.4％

減益の52億28百万円となりました。 

 事業別につきましては、自動車機器事業の営業利益は35億78百万円と前期比56％減益となりました。主な要因と

しては、変動費低減効果はありましたものの開発費投下、商品構成の悪化、物流費の増加等であります。特機事業

の営業利益は14億51百万円と前期比17.7％増益となり、主な要因としては、観光・路線バスでのバスロケーション

システム及びＣＣＤカメラ等車両後方確認システム機器等の増収及び生産拡大による原価低減等による改善であり

ます。 

 その他の事業の営業利益は1億99百万円と前期比8.1％減益となりましたが、主として、欧州でのＥＭＳ事業開始

による設備等償却費による影響であります。 

⑥営業外収益及び費用 

 営業外収益及び費用は、純額で前連結会計年度は22億99百万円の費用から、当連結会計年度は6億80百万円の費

用となり、16億19百万円改善されました。これは主として、有利子負債の削減による支払利息の減少6億65百万

円、売上割引等の減少、シンジケート方式による資金調達の手数料の減少等によるものです。 

⑦特別利益及び損失 

 特別利益及び損失は、純額で前連結会計年度は43億31百万円の損失から、当連結会計年度は13百万円の損失とな

りました。当連結会計年度においては、さいたま新都心への移転予定に伴う埼玉本社事務所の土地売却等による固

定資産売却益20億円、投資有価証券売却益13億73百万円等、特別利益38億75百万円を計上し、固定資産の減損に係

る会計基準の適用による減損損失13億35百万円、埼玉本社事務所等の建物売却による固定資産売却損6億87百万円

等、特別損失38億89百万円の損失を計上したものであります。 

⑧税金等調整前当期純利益 

 税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度末29億50百万円から53.7％増加し、45億34百万円となりました。 

⑨法人税等及び法人税等調整額 

 当社を連結納税親会社とする連結納税制度を適用し、国内子会社の法人税納付は当社が一括して対応しておりま

す。また、当社の実効税率は40.69%であります。当連結会計年度において、当社は埼玉本社事務所等売却により繰

延税金負債を取り崩しております。なお、当社は当連結会計年度末に計上している繰延税金資産については、回収

可能性があると判断しております。 

⑩少数株主損益 

 少数株主損益は、クリスタル・プレシジョン（マレーシア)Sdn.,Bhd.の少数株主に帰属する利益からなっており

ます。 

⑪当期純利益 

 当期純利益は、前連結会計年度の51億11百万円から14.7％増加し、当連結会計年度は58億62百万円となりまし

た。 

当連結会計年度は前期比、営業利益で43億53百万円減少、営業外損益で16億19百万円改善、特別損益で43億18百万

円改善、法人税、住民税及び事業税並びに法人税等調整額等で8億31百万円減少したことが影響しています。 

 また、1株当たり当期純利益は前連結会計年度の18.09円から当連結会計年度は20.76円となりました。 



(3）資金の流動性及び源泉 

①キャッシュ・フローの状況 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度より11億98百万円増加し92億36百万円の収入となりまし

た。当連結会計年度における税金等調整前当期純利益及び減価償却費に減損損失（前期においては貸倒引当金）を

加算した償却前営業利益（EBITDA）は108億25百万円となっております。当連結会計年度においては、埼玉本社事

務所の売却及び北米子会社の本社事務所売却、投資有価証券の売却により売却益計上となりました。売上債権では

当連結会計年度は販売増となるなかで債権の早期回収に努めました。たな卸資産は継続的なグループ在庫削減活動

を引き続き実施し、前期比で若干の増加に止まりました。仕入債務の増加は、前連結会計年度を若干上回りまし

た。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度より49億75百万円増加し10億55百万円の支出となりまし

た。さいたま新都心の土地取得46億74百万円及び中国の生産子会社への戦略的投資等により、有形固定資産及び無

形固定資産の取得による支出は111億99百万円となりました。また、フリー・キャッシュ・フローについては、前

連結会計年度より61億73百万円増加し、81億81百万円の収入となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、フリー・キャッシュ・フロー収入により有利子負債の削減に努め、79億

38百万円の支出（前連結会計年度は175億37百万円の支出）となりました。 

 以上、現金及び現金同等物に係る換算差額の影響の結果、現金及び現金同等物は前連結会計年度より9億37百万

円増加し、119億54万円となりました。 

②財務方針 

 運転資金及び設備投資資金につきましては、自己資金または借入金（リース資金を含む）により資金調達するこ

ととしております。このうち、借入金による資金調達の方針として、運転資金については期間が一年以内の短期借

入金で調達しており、生産設備などの長期資金は長期借入金（リース資金を含む）で調達しております。 

 当連結会計年度末における、長短借入金残高は342億27百万円で、前期より73億92百万円削減されております。

短期借入金につきましては、当社でシンジケート方式でのコミットメントラインによる資金調達（平成17年10月に

コミットメントライン総額230億円を複数通貨対応型として再組成）をしております。また、国内外子会社への貸

付金はクラリオンファイナンス株式会社から実施しております。また、一部海外子会社の資金のうち、運転資金目

的で現地通貨により調達しております。 

 当連結会計年度末における短期借入金は201億87百万円であり、前連結会計年度末より104億5百万円削減してお

ります。 

 長期借入金につきましては、当社でシンジケート方式でのタームローンによる資金調達（平成17年9月に期間3年

のタームローン総額100億円の組成）をしております。当連結会計年度末における長期借入金は140億40百万円であ

り、前連結会計年度末より30億13百万円増加しております。長期・短期を合わせた借入金合計は342億27百万円で

当連結会計年度末の総資本に占める割合は28％となり前連結会計年度末比6.8ポイント改善されました。 

 また、現金及び預金を控除した純有利子負債は220億79百万円となっております。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度の設備投資については本社事務所移転予定に伴うさいたま新都心の土地の取得及び生産設備並びに

金型などに総額81億6百万円の設備投資を実施しました。 

  

 事業の種類別セグメントに示すと以下のとおりであります。 

自動車機器事業 

 さいたま新都心の土地取得及び中国工場の生産能力増強を目的とした生産設備、新機種生産のための金型などに

総額77億48百万円の設備投資を実施しました。 

特機事業 

 さいたま新都心の土地取得及び新機種生産を主な目的として2億89百万円の設備投資を実施しました。 

   なお、本社事務所（埼玉県戸田市）の土地・建物については移転予定に伴い56億21百万円で売却いたしました。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は次のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１．従業員数には出向社員を含んでおりません。 

２．※１は広島営業所、大阪営業所、浜松営業所及び名古屋営業所の設備であります。 

３．その他事務所等にはさいたま新都心の土地4,674百万円、旧群馬事業所1,617百万円、富田倉庫765百万円等

  が含まれております。 

４．上記の他、連結会社以外からのリース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

消費税等は含まれておりません。 

  （平成18年３月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
事業の種類別セグメ
ントの名称 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円）

工具、器具
及び備品 
（百万円）

土地 
（百万円） 
（面積㎡） 

合計 
（百万円） 

従業員数 
（人） 

東北事業所 

(福島県郡山市) 

生産設備 

自動車機器事業 

特機事業 
297 302 322 

2,400 

(84,851) 
3,321 181 

貸与資産 

(福島県郡山市他) 

自動車機器事業 

特機事業 

その他の事業 

711 27 11 － 750 － 

本店 

(東京都文京区) 

事務所等 

自動車機器事業 

特機事業 

その他の事業 

63 9 28 － 101 157 

本社事務所 

(埼玉県戸田市) 

自動車機器事業 

特機事業 

その他の事業 

－ 209 364 － 574 731 

営業所※１ 

(広島県広島市他) 

自動車機器事業 

特機事業 

その他の事業 

0 － － － 0 13 

その他 

(埼玉県さいたま市他) 

自動車機器事業 

特機事業 

その他の事業 

286 1 4 
7,073 

(101,798) 
7,366 83 

貸与資産 

(群馬県邑楽郡他) 
その他の設備 

自動車機器事業 

特機事業 
241 － 3 

64 

(2,020) 
308 － 

その他 

(埼玉県戸田市他) 
厚生施設等 69 － － 

157 

(85,602) 
226 － 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
事業の種類別セグメ
ントの名称 

リース期間
年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

東北事業所 

(福島県郡山市) 
金型 

自動車機器事業 

特機事業 
２年間 1,128 1,169 



(2）国内子会社 

(3）在外子会社 

 （注） エレクトロニカ・クラリオン S.A.de C.V.については、当該会社の決算日現在の数値を記載しております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。 

    重要な設備の新設 

 （注） 本社事務所兼テクニカルセンターへの投資予定額については、設備等の状況により変更される可能性が 

     あります。 

  （平成18年３月31日現在）

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の
内容 

事業の種類別
セグメントの
名称 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円）

工具、器具
及び備品 
（百万円）

土地 
（百万円） 
（面積㎡） 

合計 
（百万円） 

従業員数 
（人） 

クラリオン商事㈱ 
本社 

(東京都文京区) 

事務所

等 

自動車器機事

業 

その他の事業 

139 7 32 
215 

(2,682)
394 14 

クラリオン販売㈱ 
本社及び営業所 

(東京都文京区他) 

自動車器機事

業 

特機事業 

その他の事業 

45 0 4 
504 

(43,627)
556 325 

クラリオン・エム・

アンド・エル（株） 

工場 

(福島県郡山市) 

生産 

設備等 

自動車器機事

業 

特機事業 

その他の事業 

118 70 9 － 198 584 

  （平成18年３月31日現在）

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の
内容 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

建物及び
構築物 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具 
(百万円)

工具、器
具及び備
品 
(百万円)

土地 
(百万円)
(面積㎡)

建設仮勘
定 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

従業員数
(人) 

クラリオン（香

港）インダストリ

ーズ Co., Ltd. 

工場 

(中国・香港) 

生産設

備等 

自動車機器

事業 
114 237 1,255 － 15 1,624 1,528 

ドンガン・クラリ

オン・オリエン

ト・エレクトロニ

クス Co., Ltd.  

工場 

(中国・広東省) 

自動車機器

事業  
300 819 219 38 5 1,383 2,159 

エレクトロニカ・

クラリオン S.A.  

de C.V.（注） 

工場 

(メキシコ・クウェ

タロ) 

自動車機器

事業 

その他の事

業 

446 412 28 52 1 940 813 

クラリオン・ハン

ガリー・エレクト

ロニクス Kft. 

工場 

(ハンガリー・ナジ

カータ) 

自動車機器

事業 
870 299 45 51 83 1,350 453 

クラリオン・コー

ポレーション・オ

ブ・アメリカ 

米州本社 

(アメリカ・カリフ

ォルニア) 事務所

等 

自動車機器

事業 

特機事業 

722 210 11 250 － 1,195 257 

クラリオン・ヨー

ロッパ GmbH 

欧州本社 

(ドイツ・メルフェ

デン) 

自動車機器

事業 

特機事業 

374 6 27 527 － 936 44 

会社名事業所

名 
所在地 

事業の種類別セグ

メントの名称 
設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方

法 

着手及び完了予定年月 

総額 

(百万円) 

既支払額 

(百万円) 
着手 完了 

本社事務所兼

テクニカルセ

ンター 

埼玉県 

さいたま市 

自動車機器事業・ 

特機事業・その他

の事業 

    建物 4,200 94 
 自己資金

及び借入金

 平成18年 

  ７月 

 平成19年 

  ７月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．転換社債の株式転換による増加であります。 

２．第三者割当増資による増加であります。 

主な割当先 エイチビーケー・インベストメンツ・エルピーが運営するファンド 

メリルリンチ・インベストメント・マネージャーズ㈱が投資判断等の権限を有する信託口等

オークツリー・キャピタル・マネジメント・エルエルシーが運営管理するファンド 

59,287千株 

発行価格    140円 

資本組入額   70円 

３．資本準備金の減少は、欠損てん補によるものであります。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 450,000,000 

計 450,000,000 

種類 
  事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

  提出日現在発行数（株）
（平成18年６月28日） 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 282,744,185 282,744,185 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

－ 

計 282,744,185 282,744,185 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成13年４月１日～ 

平成14年３月31日 

（注１） 

30,578 186,203 1,329 20,761 1,320 28,246 

平成14年４月１日～ 

平成15年２月12日 

（注１） 

37,253 223,457 1,188 21,950 1,161 29,407 

平成15年３月28日 

（注２） 
59,287 282,744 4,150 26,100 4,150 33,557 

平成16年６月25日 

（注３） 
－ 282,744 － 26,100 △30,889 2,667 



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．「個人その他」及び「単元未満株式の状況」の欄には、自己株式がそれぞれ295単元及び148株含まれており

ます。なお、自己株式295,148株は、株主名簿記載上の株式数であり、平成18年３月31日現在の実保有株式

数は、292,148株であります。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、303単元含まれております。 

(5）【大株主の状況】 

 （注）１．信託銀行各社の持株数には、信託業務に係る株式数が含まれております。 

２．平成18年4月13日(報告義務発生日平成18年3月31日)に、モルガン・スタンレー証券株式会社より、同社他５

社を共同保有者とする大量保有報告書が関東財務局に提出されておりますが、当社として当期末現在の実質

所有状況を確認することができませんので、上記「大株主の状況」に含めておりません。 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） 0 59 84 251 82 12 26,921 27,409 － 

所有株式数（単元） 0 59,909 17,840 50,347 29,057 34 123,974 281,161 1,583,185 

所有株式数の割合

（％） 
0.00 21.31 6.35 17.91 10.34 0.01 44.09 100 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内１－６－６ 40,707 14.40 

日本マスタートラスト信

託銀行株式会社 
東京都港区浜松町２－11－３ 11,334 4.01 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 9,622 3.4 

日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１－８－11 8,274 2.93 

資産管理サービス信託銀

行株式会社 

東京都中央区晴海１－８－12 晴海アイランドトリ

トンスクエアオフィスタワーＺ棟 
5,748 2.03 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２－２－１ 4,169 1.47 

株式会社みずほコーポレ

ート銀行 
東京都千代田区丸の内１－３－３ 3,225 1.14 

三菱UFJ信託銀行株式会

社 
東京都千代田区丸の内１－４－５ 2,637 0.93 

ビー・エヌ・ピー・パリ

バ・セキュリティーズ

（ジャパン）リミテッド 

東京都千代田区大手町１－７－２ 東京サンケイビ

ル 2,539 0.9 

ノーザントラストカンパ

ニーエイブイエフシーア

カウントノントリーティ

ー 

 （常任代理人  

  香港上海銀行東京支 

   店） 

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14 5NT, UK 

  

  

  

 （東京都中央区日本橋３－11－１） 

2,500 0.88 

計 ― 90,755 32.1 



なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

 （注）モルガン・スタンレー証券準備株式会社は平成18年３月31日をもってモルガン・スタンレー・ジャパン・リミテ

    ッドより営業譲渡を受けました。また、平成18年４月１日にはモルガン・スタンレー証券準備株式会社からモル

    ガン・スタンレー証券株式会社へと名称変更いたしました。 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が303,000株（議決権の数303個）含まれ

         ております。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

モルガン・スタンレー

証券準備株式会社 

東京都渋谷区恵比寿４－20－３ 恵比寿ガーデンプ

レイスタワー 
2,541 0.90 

モルガン・スタンレ

ー・アンド・カンパニ

ー・インコーポレーテ

ッド 

1585 BROADWAY, NEW YORK, NY 10036 

6,182 2.19 

モルガン・スタンレ

ー・アンド・カンパニ

ー・インターナショナ

ル・リミテッド 

25 CABOT SQUARE CANARY WHARF LONDON E14 4QA U.K 

5,621 1.99 

モルガン・スタンレ

ー・キャピタル（ルク

センブルク）エス・エ

ー 

8-10 RUE MATHIAS HARDT, L-1717 LUXEMBOURG 

154 0.05 

エムエスディーダブリ

ュ・エクイティー・フ

ァイナンシング・サー

ビセズ（ルクス）エ

ス・アー・エール・エ

ル 

8-10 RUE MATHIAS HARDT, L-1717 LUXEMBOURG 

26 0.01 

    計            ― 14,524 5.14 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       292,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   280,869,000 280,869 － 

単元未満株式 普通株式     1,583,185 － － 

発行済株式総数 282,744,185 － － 

総株主の議決権 － 280,869 － 



②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が3,000株（議決権の数 

     3個）あります。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式に含まれておりま

す。 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

クラリオン（株） 
文京区白山５－35

－２ 
292,000 ― 292,000 0.1 

計 － 292,000 ― 292,000 0.1 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式による買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、経営基盤の強化及び株主資本の充実に努めるとともに財務体質の強化、市場競争力の維持・強化をはかる

ため研究開発投資並びに既存事業の活性化等投資に備えるため内部留保の充実をはかってまいります。 

当社は、利益配分につきましては、安定した配当を継続することを基本としつつ、業績に連動して株主の皆様への利

益還元を行うよう努めてまいります。それを念頭におき、平成18年3月期の業績を踏まえ年間２円の配当を実施いた

しました。 

 翌事業年度以降につきましても、業績を踏まえ、安定的に配当を実施いたしたいと存じます。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 335 239 262 253 283 

最低（円） 42 40 158 160 178 

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月 

最高（円） 235 243 244 283 256 235 

最低（円） 213 210 218 229 202 210 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（千株） 

取締役社長 代表取締役 泉 龍彦 昭和27年４月14日生 

昭和51年４月 当社入社 

平成10年３月 当社ＰＤ事業本部長 

 同 11年６月 当社取締役就任 

 同 12年２月 当社ＯＥＭ事業本部長 

 同 12年６月 当社ＯＥＭ営業本部長 

 同 13年５月 当社取締役社長（代表取締役）就

任（現任） 

91 

取締役 

クラリオン（香

港）インダストリ

ーズCo.,Ltd.取締

役会長兼社長 

若森 豊 昭和22年４月10日生 

昭和45年４月 当社入社 

平成12年６月 当社東北事業所長 

 同 13年３月 当社生産本部長 

 同 13年６月 当社取締役就任（現任） 

 同 14年３月 当社グループ経営企画本部長 

 同 15年７月 クラリオン（香港）インダストリ

ーズCo.,Ltd.取締役会長（現任） 

 同 16年７月 クラリオン（香港）インダストリ

ーズCo.,Ltd.取締役社長（現任） 

120 

取締役 
セールス＆マーケ

ティング本部長 
吉峰 徹郎 昭和25年２月24日生 

昭和53年６月 当社入社 

平成13年３月 当社事業戦略本部担当本部長 

 同 13年６月 当社取締役就任（現任） 

 当社事業戦略本部長 

 同 14年３月 当社社長室長 

 同 15年７月 当社経営企画本部長 

 同 17年４月 当社セールス＆マーケティング本

部長（現任） 

 同 18年４月 当社ビジネスマネジメント室長

（現任） 

43 

取締役  経営推進本部長 和田 泰彦  昭和22年10月30日生 

昭和46年４月  当社入社 

平成11年10月  クラリオン（香港）インダストリ

ーズCo.,Ltd.取締役会長兼社長 

 同 13年６月  当社購買本部長 

 同 17年４月  当社管理本部長 

 同 18年４月  当社経営推進本部長（現任） 

 同 18年６月  当社取締役就任（現任） 

63 

取締役 
㈱エイチ・シー・エ

ックス取締役社長  
皆川 昭一 昭和25年２月22日生 

昭和48年４月 当社入社 

平成11年７月 当社開発本部担当本部長 

 同 13年３月 当社技術開発本部長 

 同 13年６月 当社取締役就任（現任） 

 同 15年６月 ザンディアント・テクノロジー

ズ Inc.取締役社長 

 同 17年４月 ㈱エイチ・シー・エックス取締役 

 同 17年６月 ㈱エイチ・シー・エックス取締役

社長（現任） 

42 

取締役   本堂 一郎  昭和23年５月20日生 

  

昭和46年４月 ㈱日立製作所入社 

平成元年８月 同社カーオーディオビジュアル工

場部設計部長 

 同 13年６月 ㈱ザナヴィ・インフォマティクス

取締役（現任） 

 同 17年10月 ㈱日立製作所オートモティブシス

テムグループＣＩＳ事業部副事業

部長（現任） 

 同 18年６月 当社取締役就任（現任） 

0 

 



（注）１．取締役 本堂一郎氏は、会社法第２条第15号に基づく社外取締役であります。 

 ２．監査役 笹井保大、唐澤俊二郎の両氏は、会社法第２条第16号に基づく社外監査役であります。 

３．当社では、取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に的確に対応できる機動的な経営体制を確立する

ため、取締役の任期は１年としております。 

４．当社では、業務執行のスピード化と効率化を推進するため、執行役員制度を導入しております。上記取締役

のうち常務執行役員は若森豊、吉峰徹郎、和田泰彦、執行役員は皆川昭一の各氏のほか、取締役会により選

任された以下の７名であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（千株） 

常勤監査役   川原 正幸 昭和23年１月４日生 

昭和48年12月 当社入社 

平成５年１月 当社生産企画部長 

 同 ９年１月 当社市販事業管理部長 

 同 11年５月 当社人事部長 

 同 15年６月 当社常勤監査役就任（現任） 

17 

常勤監査役   滝沢 克俊 昭和24年２月26日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成９年４月 当社海外市販営業部長 

 同 12年７月 クラリオン・コーポレーション・

オブ・アメリカ取締役 

 同 15年３月 クラリオン・ヨーロッパGmbH.社長 

 クラリオン・スペインS.A.社長 

 同 15年６月 クラリオン・スベンスカAB社長 

 同 16年６月 当社常勤監査役就任（現任） 

15 

監査役   笹井 保大 昭和20年２月19日生 

昭和47年４月 弁護士登録（東京弁護士会） 

 同 54年１月 税理士登録 

 同 62年12月 当社監査役就任（現任） 

11 

監査役   唐澤 俊二郎 昭和５年６月24日生 

昭和28年４月 ㈱富士銀行入社 

 同 44年12月 衆議院議員当選 

平成５年４月 （社）全国治水砂防協会会長 

 同 ８年９月 衆議院議員退任 

 同 10年６月 当社監査役就任（現任） 

 同 13年６月 (社)日本ケーブルテレビ連盟理事

長（現任） 

11 

        計 413 

常務執行役員 笠井 成志   執行役員 大橋 司郎

常務執行役員 林  恒生   執行役員 野村 裕之

常務執行役員 川本 英利   執行役員 中島 昇司

執行役員 大坂 敏晴       



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

  当社は、長期的な株主価値の向上を目指して効率的かつ競争力のある経営を実現するとともに、株主価値を明確

に意識して事業戦略を実行し、その成果を適正に株主に還元することを経営姿勢としております。 

  株主の基本的な権利を尊重し公平性を保持し、ステークホルダーとの円滑な関係を構築するとともに、適時適切

な情報開示に努めて経営の透明性を高め、コンプライアンス体制を強化しながら意思決定と業務執行が適切に行わ

れるように、適正かつ効率的な取締役会の運営に努め、コーポレート・ガバナンスの実効性を高めたいと考えてお

ります。 

(2）当社のコーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の機関の内容 

 当社は、監査役制度を採用しており、取締役会は当社グループ全体の視野に立った経営の基本方針及び経営上

の重要な意思決定と業務執行を指揮監督する役割を担っております。取締役会を補佐する協議機関として取締役

及び執行役員等によって構成される経営会議において、当社及び当社グループに関する経営の方向性や方針を明

確にしております。 

 取締役の員数は5名であり、取締役会によって効率的な経営を実行しているため現行の監査役制度下において

充分に取締役会の機能を発揮しております。また、執行役員制度の導入により監督と執行を分離し、社外監査役

による監視を実行しており、経営の監視機能が充分に機能する体制が整っているため、現在のところ社外取締役

は選任しておりません。平成18年6月27日開催の定時株主総会において（株）日立製作所より社外取締役1名の選

任を求め、業務提携に基づく長期的保有を目的とする大株主の立場より経営の監督や助言を行っていただくこと

となりました。 

  

②内部統制システムの整備の状況 

  平成15年7月にコンプライアンスに基づく企業活動の推進とグループの内部監査体制の整備・推進をはかるため

コンプライアンス推進室を設置し、あわせて各関係会社を含めたコンプライアンス・プログラムの展開を目的とし

て社長を委員長とする組織横断型の「コンプライアンス委員会」を設置し、企業倫理の確立をはかっております。

コンプライアンス・プログラムにより、適時開示規程、取締役会規程の改定、取締役会付議基準の改定等を実施し

ました。 

 また、平成18年に法制化が予定されています、「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準」に早期に取り

組み、当社の全社的な内部統制における重要性の検討及び課題等を抽出し、経営会議及び監査役へ報告するととも

に、次期のステップアップとなるよう諸活動を継続してまいります。 

  平成15年11月より相談・通報制度を導入し、社内の諸問題の早期発見と自浄作用の向上につなげております。さ

らに、平成18年4月よりＣＳＲ推進室と環境マネジメント推進室をＣＳＲ推進室本部とし、内部監査室を独立させ

て内部統制に関する社内体制の強化拡充をはかっております。 

 当社及び当社グループのリスクマネジメント体制は、ビジネスサポートを担うバックオフィスである経営推進本

部が総括的に掌握しており、経営執行に係るリスクについては、各取締役及び執行役員が自己の分掌範囲につい

て、責任を持って構築しております。経営執行での重要事項については、取締役会で決定しておりますが、取締役

会を補佐する経営会議で協議することにより、取締役及び執行役員全員の情報共有化をはかり、経営のシナジー効

果が発揮されるよう管理体制を敷いております。 



      現行実施しておりますコーポレートガバナンスの体制を図示しますと以下のとおりであります。 

③会社法における内部統制システムの構築に関する基本方針 

  平成18年5月9日の取締役会において、平成18年5月1日施行の会社法（会社法第362条第4項第6号、会社法第362条

第5項・会社法施行規則第100条）に基づき、「会社法にもとづく内部統制に関する取締役会決議」を以下のごとく

決議しております。 

  

内部統制システムの構築に関する基本方針は次のとおりであります。  

(ⅰ)取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  

 ・取締役や執行役員をはじめ全従業員に規範や基準を明確にするため、コンプライアンス行動指針を制定する。

 ・コンプライアンス担当部署及び担当本部長を置き、社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、 

  各部署においてコンプライアンス委員と推進リーダーを配置する。  

 ・企業活動に関連する法令を洗い出し、リスク評価表を作成して予防措置、対処方法、是正手段を検討する。  

 ・取締役や執行役員に対する定期的な社内研修を実施する。  

 ・コンプライアンス活動の概要は、定期的に取締役会に報告する。  

  

(ⅱ)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制  

 ・株主総会議事録、取締役会議事録、経営会議議事録、決裁申請書、稟議書その他職務の執行に係る文書等の 

  情報は、文書管理規程にしたがい保存及び管理を行う。  

  ・機密文書は、機密文書取扱ガイドラインにしたがって取扱う。  



(ⅲ)損失の危険の管理に関する規程その他の体制  

  ・リスク管理規程を制定するとともに、社長を委員長とするリスク管理委員会を設置し、ビジネス活動において

    直面するリスクの特定、評価、対応を含めた管理活動であるリスクマネジメントシステムを構築し、活動の概

    要は、定期的に取締役会に報告する。  

  ・業務遂行上のリスクについては、担当部署又は各委員会において基準やマニュアルを作成するとともに、定期

    的な研修を実施する。  

  ・災害等に起因する緊急事態の対応については、危機管理規程にしたがい危機管理委員会を設置して、各部署に

    おいて委員を配置する。  

  

(ⅳ)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制  

 ・取締役及び執行役員等で構成する経営会議を設置し、業務の全般的執行方針及び重要な業務の実施等に関し多

   面的な検討を経て適切に決定するため、協議や報告を行う。  

 ・業務の効率的運営や責任体制の確立をはかるため、組織規程を制定し業務分掌や職務権限基準を策定するとと

   もに、取締役会付議基準や決裁手続規程を定める。  

 ・執行役員制度を導入し、取締役会における決定事項にもとづいて代表取締役のもと執行役員は業務執行を迅速

   に遂行する。  

  

(ⅴ)使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  

 ・全従業員に規範や基準を明確にするため、コンプライアンス行動指針を制定する。  

 ・コンプライアンス担当部署及び担当本部長を置き、社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、各

   部署において法令遵守が周知徹底されるようにコンプライアンス委員と推進リーダーを配置する。  

 ・企業活動に関連する法令を洗い出し、リスク評価表を作成して予防措置、対処方法、是正手段を検討する。  

 ・定期的な社内研修を実施する。  

 ・業務執行部門から独立した内部監査部門が、各部署の業務プロセス等を定期的に監査する。  

 ・従業員等が、法令遵守上疑義のある行為等について直接情報提供が行えるように社内通報規程にもとづき相 

   談・通報制度を制定する。  

 ・コンプライアンス担当部署、内部監査部門は、平素より監査役と連携し、全社のコンプライアンス体制及びコ

   ンプライアンス上の問題の有無を調査・検討する。  

  

(ⅵ)株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制  

 ・子会社に対する統一的な管理事項について定めた関係会社管理規程を制定するとともに、管理部門を設置す 

   る。  

 ・子会社の従業員に対して規範や基準を明確にするため、子会社においてもコンプライアンス行動指針を制定す

   る。  

 ・子会社の従業員が、法令遵守上疑義のある行為等について直接情報提供が行えるように子会社においても相  

   談・通報制度を制定する。  

 ・企業集団の業務運営の状況を把握しその改善をはかるため、内部監査規程にもとづき業務執行部門から独立し

   た内部監査部門が内部監査を実施する。  

 ・関係会社役員出向規程にもとづき、子会社に取締役又は監査役として派遣し、業務及び会計の状況を定常的に

   監督する。 

  

(ⅶ)監査役がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制  

 ・監査役室を設置し、監査役の職務を補助するために必要な要員を配置する。  

  

(ⅷ)前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項  

 ・監査役室の要員の人事異動・人事評価・懲戒処分には、監査役会の承認を得る。 



(ⅸ)取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制  

 ・内部監査部門が実施した内部監査結果やリスク管理委員会・コンプライアンス委員会等の活動状況について監

  査役に報告する。  

 ・社内通報規程にもとづく相談・通報制度により、経営幹部等の不正が通報された場合は、速やかに監査役に報

   告する。  

 ・取締役及び執行役員等は、経営会議等の重要な会議において随時その担当する業務の執行状況の報告を行う。

 ・取締役及び執行役員並びに使用人は、次の事項に該当する場合は速やかに監査役に報告する。  

  

1.業務執行に関する事項の報告を求められた場合。  

2.法令や定款違反もしくは不正行為等の事実又は著しい損害を及ぼすおそれのある事実がある場合。  

3.その他監査役会がその業務遂行上報告を受ける必要があると判断した場合。  

  

(ⅹ)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制  

 ・経営会議等の重要な会議に監査役に対して出席要請するとともに、取締役及び執行役員等は監査役と定期的 

   面談を行う。  

 ・社長は、監査役と意思疎通をはかるため会社運営等に関する定期的な意見交換会を開催する。  

 ・決裁手続規程にもとづき申請される決裁申請書や稟議書を監査役に回付する。 

  

④内部監査及び監査役監査の状況 

  監査役の員数は４名で、うち２名が社外監査役であります。各監査役は、客観的な立場から取締役の職務執行

を監視・検証しており、定期的に代表取締役と意見交換を行い、当社経営機構に関する助言や提言を行っており

ます。  

  前述する内部統制システムの実効性を高めるため、平成18年4月よりＣＳＲ推進室と環境マネジメント機能を

ＣＳＲ推進本部とし、内部監査室を完全独立させて内部統制に関する社内体制の強化をはかるとともに当社各部

門及び当社グループ各社に対する内部監査を定期的に実施し、業務活動の効率性、適法性、社内規程等の遵守等

に関する検証を行い、監査結果を社長へ報告するとともに必要に応じて指摘事項について是正しております。 

(3）社外監査役と当社の関係 

  当社の監査役のうち社外監査役は次のとおりであり、当社や当社グループ及びその役員等との間に一切の人的

関係、資本関係、取引関係並びにその他の利害関係はなく、客観的で公平公正な監査機能を保持しております。

  社外監査役：笹井保大（弁護士） 

              唐澤俊二郎（元衆議院議員、(社)日本ケーブルテレビ連盟理事長） 

(4）コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

  当社は、株主の基本的な権利を尊重し議決権を的確に行使できるようにするため、定時株主総会は集中日を避

けて開催するとともに、招集通知の早期発送や議決権の電子行使制度を採用するなどの環境整備に努めておりま

す。 

  当社は、取締役の報酬の透明性と企業価値に連動した報酬体系の確立をはかり、株主と取締役の利害一致及び

 企業価値の向上に努めることを目的として、基本報酬内に業績連動要素を組み込んだ報酬体系を制定し実施して

 います。また、報酬の一部につき役員持株会において自社株式の購入を義務付けることにより株主との価値共有

 をはかっております。当社は、経営の透明性を高めるため、適時に適切な情報開示やホームページのグローバル

 化によりＩＲサイトの充実に努めております。また、英訳した招集通知は常任代理人を経由して外国人株主へ送

 付し、株主への説明強化に努めております。 



(5）リスク管理体制の整備の状況 

  当社及び当社グループのリスクマネジメント体制は、ビジネスサポートを担うバックオィスである経営推進本

部が総括的に掌握しておりますが、経営執行に係わるリスクについては、各取締役及び執行役員が自己の分掌範

囲について、責任を持って構築しています。 

  具体的には、コンプライアンスリスクについては、ＣＳＲ推進室が担当し及びリスクの性格に応じてコンプラ

イアンス委員会が各部門のリスク管理活動を支援し、自然災害、事故等の緊急時のリスクについては、経営推進

本部が担当し及び危機管理委員会が支援、また、輸出入の各国規制の遵守、情報セキュリティ、環境負荷に関す

る各国規制の遵守等、各々のリスク項目に対しグローバルな観点で管理をしております。また、経営執行での重

要事項については、取締役会で決定しておりますが、取締役会を補佐する経営会議で協議することにより、取締

役及び執行役員全員の情報共有化をはかり、経営のシナジー効果が発揮されるよう管理体制を敷いております。

(6）取締役報酬及び監査役報酬の内容 

  当事業年度における取締役報酬及び監査役報酬等の内容は以下のとおりです。 

当事業年度末現在の取締役は5名、監査役は4名であり、支給人員との差は退任等によるものであります。 

    ①取締役 8名  141百万円 

  ②監査役 4名  40百万円 

 （退任取締役に平成17年6月28日開催の定時株主総会決議に基づく退職慰労金57百万円を支給しております） 

(7）会計監査の状況 

  当社の財務諸表監査においては、中央青山監査法人と監査契約を締結し市場等への適切な経営情報を提供する

とともに、公正不偏の立場から監査が実施されるよう社内環境等を整備しております。当事業年度において業務

を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係わる補助者等の構成については以下のとおりです。 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

  業務執行社員 業務執行社員 黒田 裕（11年継続監査）、井出 隆（８年継続監査）、山﨑 隆浩 

・会計監査業務に係わる補助者の構成 

  公認会計士10名、会計士補7名、その他7名 

同監査法人は、すでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することがない

ように措置をとっております。 

・監査契約に基づく監査証明に係わる報酬等の額は以下のとおりです。 

  ①当社及び子法人が会計監査人に支払うべき報酬等の額       93百万円 

  ②上記①のうち、公認会計士法第2条第1項の監査証明業務の対価    69百万円 

    として支払うべき報酬等の額 

  ③上記②のうち、当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額  62百万円 

 なお、当社と中央青山監査法人との監査契約において、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法

律」にもとづく監査と「証券取引法」にもとづく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できま

せんので合計額を記載しております。 

(8) 親会社等に関する事項 

      当社は親会社等を有しておりません。 



第５【経理の状況】 

連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、第65期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び第65期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日

から平成18年３月31日まで）及び第66期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及

び財務諸表について、中央青山監査法人の監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

現金及び預金 ※２ 11,059  12,148 

受取手形及び売掛金   35,359  35,454 

たな卸資産   22,871  24,513 

繰延税金資産   2,018  1,908 

その他   3,678  3,749 

貸倒引当金   △1,299  △1,285 

流動資産合計   73,687 61.6  76,489 62.6

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産 ※２    

建物及び構築物   20,634 15,938   

減価償却累計額   12,735 7,898 10,373 5,564 

機械装置及び運搬具   11,603 13,104   

減価償却累計額   8,953 2,649 9,938 3,165 

工具、器具及び備品   22,733 23,724   

減価償却累計額   20,283 2,449 21,009 2,714 

土地 ※３ 11,741  11,265 

建設仮勘定   133  222 

有形固定資産合計   24,873 20.8  22,933 18.8

２．無形固定資産      

連結調整勘定   930  932 

ソフトウェア   6,292  7,351 

その他   414  363 

無形固定資産合計   7,637 6.4  8,647 7.1

３．投資その他の資産      

投資有価証券 ※１ 4,252  3,750 

長期貸付金   4,552  4,745 

繰延税金資産   4,284  4,768 

その他   3,027  3,580 

貸倒引当金   △2,787  △2,794 

投資その他の資産合計   13,329 11.2  14,049 11.5

固定資産合計   45,840 38.4  45,630 37.4

資産合計   119,527 100.0  122,119 100.0 

      
 



   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

支払手形及び買掛金   22,972  24,785 

短期借入金 ※２ 30,592  20,187 

未払費用   7,213  8,527 

未払法人税等   259  300 

賞与引当金   968  614 

その他   5,785  6,538 

流動負債合計   67,791 56.7  60,953 49.9

Ⅱ 固定負債      

長期借入金 ※２ 11,027  14,040 

再評価に係る繰延税金負債 ※３ 2,065  651 

繰延税金負債   138  167 

退職給付引当金   10,025  10,413 

その他   1,601  1,232 

固定負債合計   24,857 20.8  26,504 21.7

負債合計   92,649 77.5  87,458 71.6

      

（少数株主持分）      

少数株主持分   148 0.1  176 0.2

      

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※４ 26,100 21.8  26,100 21.4

Ⅱ 資本剰余金   2,669 2.2  2,669 2.2

Ⅲ 利益剰余金   2,934 2.5  8,483 6.9

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３ 2,272 1.9  1,244 1.0

Ⅴ その他有価証券評価差額金   813 0.7  918 0.7

Ⅵ 為替換算調整勘定   △8,031 △6.7  △4,891 △4.0

Ⅶ 自己株式 ※５ △29 △0.0  △39 △0.0

資本合計   26,729 22.4  34,484 28.2

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  119,527 100.0  122,119 100.0 

      



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     178,325 100.0   184,176 100.0 

Ⅱ 売上原価     140,786 78.9   147,123 79.9 

売上総利益     37,538 21.1   37,053 20.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2   27,956 15.7   31,824 17.3 

営業利益     9,582 5.4   5,228 2.8 

Ⅳ 営業外収益               

受取利息   217     232     

受取配当金   37     38     

持分法による投資利益   136     222     

その他   420 812 0.5 823 1,316 0.7 

Ⅴ 営業外費用               

支払利息   1,501     835     

為替差損   468     327     

シンジケートローン手数料   337     －     

その他   804 3,112 1.8 834 1,997 1.0 

経常利益     7,282 4.1   4,547 2.5 

Ⅵ 特別利益               

固定資産売却益 ※３ 55     2,000     

投資有価証券売却益   78     1,373     

営業譲渡益   －     270     

過年度特許料戻入益 ※４ 122     －     

その他   66 322 0.2 231 3,875 2.1 

Ⅶ 特別損失               

固定資産売却損 ※５ 37     687     

固定資産除却損 ※６ 51     125     

減損損失  ※７ －     1,335     

固定資産評価損 ※８ 270     －     

事業構造改革費 ※９ 304     －     

退職給付会計基準変更時差異   464     －     

投資有価証券評価損   96     54     

退職加算金   －     417     

貸倒引当金繰入額   2,690     －     

過年度特許料  ※10 120     335     

その他   618 4,654 2.6 932 3,889 2.1 

税金等調整前当期純利益     2,950 1.7   4,534 2.5 

法人税、住民税及び事業税   546     588     

法人税等調整額   △2,874 △2,328 △1.3 △1,925 △1,337 △0.7 

少数株主利益     167 0.1   8 0.0 

当期純利益     5,111 2.9   5,862 3.2 

                



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   33,559   2,669

Ⅲ 資本剰余金減少高     

欠損填補のための利益剰余金
への振替額 

  30,889 30,889 － －

Ⅳ 資本剰余金期末残高   2,669   2,669

     

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △33,062   2,934

Ⅱ 利益剰余金増加高     

当期純利益   5,111 5,862 

欠損填補のための資本剰余金
からの振替額 

  30,889 － 

土地再評価差額金取崩による
増加額 

  － 36,001 1,039 6,902

Ⅲ 利益剰余金減少高     

在外子会社の会計基準変更に
伴う利益剰余金減少高 

※１ － 1,331 

土地再評価差額金取崩による
減少額 

  － 19 

その他 ※２ 4 4 2 1,353

Ⅳ 利益剰余金期末残高   2,934   8,483

     



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益 2,950 4,534

減価償却費及び償却費 4,497 4,955

減損損失 － 1,335

連結調整勘定償却額 78 82

持分法による投資利益 △136 △222

投資有価証券評価損 96 54

投資有価証券売却益 △78 △1,373

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,591 △67

退職給付引当金の増加額 629 382

受取利息及び受取配当金 △255 △270

支払利息 1,501 835

為替差益 △164 △302

固定資産売却益 △55 △2,000

固定資産売却損 37 687

固定資産除却損 51 125

売上債権の増減額（△は増加） △3,671 1,446

たな卸資産の増加額 △210 △732

仕入債務の増加額 331 553

その他 1,539 270

小計 9,734 10,295

利息及び配当金の受取額 255 270

利息の支払額 △1,448 △849

法人税等の支払額 △502 △479

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,038 9,236

 



 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △43 △134

有形固定資産の取得による支出 △3,066 △8,106

有形固定資産の売却による収入 77 7,802

無形固定資産の取得による支出 △2,709 △3,092

無形固定資産の売却による収入 0 －

投資有価証券の取得による支出 △15 △15

投資有価証券の売却による収入 329 2,430

連結子会社の株式追加取得による支出   △690 －

貸付けによる支出 △9 △6

貸付金の回収による収入 95 65

その他 － 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,030 △1,055

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純減少額 △19,540 △10,880

長期借入れによる収入 20,019 10,000

長期借入金の返済による支出 △17,886 △7,047

自己株式の取得による支出 △11 △10

少数株主への配当金の支払額 △118 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △17,537 △7,938

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 540 694

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △14,989 937

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 26,005 11,016

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 11,016 11,954



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度 

（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社の数は、29社であります。 

 連結子会社名は「第１ 企業の概況 

４．関係会社の状況」に記載しているた

め省略いたしました。 

 連結子会社の数は、29社であります。 

 連結子会社名は「第１ 企業の概況 

４．関係会社の状況」に記載しているた

め省略いたしました。 

なお、平成18年4月1日付けで、クラリオ

ン商事㈱はクラリオンアソシエ㈱に社名

変更し、クラリオン・フランス S.A.はク

ラリオン・フランス S.A.S.に会社形態を

変更しました。 

（注）S.A.S.は簡易株式会社の形態  

２．持分法の適用に関する事

項 

     

持分法適用の関連会社  持分法適用の関連会社の数は３社で、

クラリオン・マレーシア Sdn., Bhd.、㈱

エイチ・シー・エックス、サイアム・シ

ーエム・エレクトロニクス Co., Ltd.で

あります。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、エレクトロニカ・

クラリオン S.A. de C.V.、ウルトラ・イ

ンダストリアル S.A. de C.V.、クラリオ

ン・ド・ブラジル Ltda. の決算日は12月

31日であります。連結財務諸表の作成に

あたっては同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行っ

ております。 

 なお、クラリオン・ハンガリー・エレ

クトロニクス Kft. については決算期変

更により決算日を12月31日から3月31日に

変更したため、当連結会計年度における

月数は15ヶ月になっております。 

 連結子会社のうち、エレクトロニカ・

クラリオン S.A. de C.V.、ウルトラ・イ

ンダストリアル S.A. de C.V.、クラリオ

ン・ド・ブラジル Ltda. の決算日は12月

31日であります。連結財務諸表の作成に

あたっては同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行っ

ております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

    

① 有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 時価法 同左 

③ たな卸資産 商品、製品、原材料及び仕掛品 

 主として総平均法による原価法 

商品、製品、原材料及び仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

 主として最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

 



  
前連結会計年度 

（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

    

① 有形固定資産  当社及び国内連結子会社は、法人税法

に規定する耐用年数に基づく定率法を採

用しております。 

 但し、工具、器具及び備品の一部（金

型）については定額法を採用しておりま

す。 

 在外連結子会社は、所在地国の会計原

則に基づく定額法によっております。 

同左 

② 無形固定資産  自社利用のソフトウェアについては、

利用見込期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。その他の無形固定資

産については当社及び国内連結子会社

は、法人税法に規定する耐用年数に基づ

く定額法を採用し、在外連結子会社は、

所在地国の会計原則に基づく定額法によ

っております。 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

    

① 貸倒引当金  主として金銭債権の貸倒れによる損失

に備えて、一般債権については貸倒実績

率により、また、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

同左 

② 賞与引当金  主として従業員の賞与の支給に備え

て、支給見込額のうち当連結会計年度に

負担すべき額を計上しております。 

同左 

③ 退職給付引当金  当社及び国内連結子会社は従業員の退

職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度末におい

て発生していると認められる額を計上し

ております。 

 なお、会計基準変更時差異（2,321百万

円）については、５年で均等償却してお

ります。 

 数理計算上の差異は各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10～15年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。 

 一部の在外連結子会社は所在地国の会

計原則に基づく必要額を計上しておりま

す。 

 当社及び国内連結子会社は従業員の退

職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度末におい

て発生していると認められる額を計上し

ております。 

 数理計算上の差異は各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（7～13年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しており、

過去勤務債務は当連結会計年度より従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（13年）で均等償却しております。当該

過去勤務債務は、退職給付制度の改定に

より発生したものであります。 

  一部の在外連結子会社は所在地国の会計

原則に基づく必要額を計上しております。

 



  
前連結会計年度 

（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（以下、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引という）について

は、当社及び国内連結子会社において、

賃貸借取引に準じた方法で会計処理をし

ております。 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

ヘッジ会計の方法 

同左 

  ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 為替予約取引 

金利スワップ取引 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 同左 

  

  ・ヘッジ対象 外貨建予定取引 

借入金利息 

・ヘッジ対象 同左 

  

  ヘッジ方針 

 通常業務を遂行する上で、外貨建金銭

債権債務の為替変動リスクを軽減する目

的で取引予定額に基づき為替予約取引を

使用しております。また、借入金利息の

金利変動リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っております。 

ヘッジ方針 

同左 

  ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段（為替予約及

び特例処理の要件を満たす金利スワッ

プ）との関係が直接的であるためヘッジ

の有効性の評価を省略しております。 

ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

    

消費税等の会計処理

方法 

 税抜方式を採用しております。 同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 中米子会社に対する連結調整勘定は、

20年間で均等償却しております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分または損失処理について連結会計年

度中に確定した利益処分または損失処理

に基づいて作成されております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月

以内に満期が到来し、容易に換金可能で

あり、且つ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期的な投資からな

っております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

          ――――――  当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針）（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

 これにより税金等調整前当期純利益は1,331百万円減少

しております。但し、当連結会計年度の減損損失には、在

外連結子会社の所在地国における会計基準の改定による影

響額３百万円を含んでおります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度の連結損益計算書において、営業外

収益の「その他」に含めて表示しておりました「持

分法による投資利益」は、営業外収益の総額の100分

の10を超えたため、当連結会計年度より区分掲記し

ております。なお、前連結会計年度における「持分

法による投資利益」は、112百万円であります。 

（連結損益計算書） 

１．        ―――――― 

２．        ―――――― ２．前連結会計年度の連結損益計算書において、営業外

費用に区分掲記しておりました「シンジケートロー

ン手数料」は、営業外費用の総額の100分の10以下と

なったため、当連結会計年度より営業外費用の「そ

の他」に含めて表示することにしました。なお、当

連結会計年度における「シンジケートローン手数

料」は168百万円であります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

※１ 投資有価証券には関連会社株式444百万円が含まれ

ております。 

※１ 投資有価証券には関連会社株式707百万円が含まれ

ております。 

※２ 担保資産 

資産のうち、借入金等の担保に供しているものは

次のとおりであります。 

担保提供資産 

※２ 担保資産 

資産のうち、借入金等の担保に供しているものは

次のとおりであります。 

担保提供資産 

建物及び構築物 3,836百万円

工具、器具及び備品 63 

土地 7,597 

合計 11,497 

建物及び構築物 2,137百万円

工具、器具及び備品  69 

土地      3,818 

合計 6,026 

担保提供資産に対応する債務 担保提供資産に対応する債務 

短期借入金 29,840百万円

長期借入金 10,427 

合計 40,267 

短期借入金       7,045百万円

長期借入金       4,040 

合計 11,086 

上記の他に定期預金6百万円を取引保証の担保に供

しております。 

上記の他に定期預金7百万円を取引保証の担保に供

しております。 

※３ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき事業用土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、「再評

価差額金」を資本の部に計上しております。 

※３ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき事業用土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、「再評

価差額金」を資本の部に計上しております。 

再評価方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第１号に定める

「当該事業用土地の近隣の地価公示法第６条に

規定する標準地について同条の規定により公示

された価格に合理的な調整を行って算定する方

法」、同条第４号に定める「当該事業用土地に

ついて地価税法第16条に規定する地価税の課税

価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する

ために国税庁長官が定めて公表した方法により

算定した価額に合理的な調整を行って算定する

方法」及び同条第５号に定める「不動産鑑定士

又は不動産鑑定士補による鑑定評価」によって

おります。 

再評価方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第１号に定める

「当該事業用土地の近隣の地価公示法第６条に

規定する標準地について同条の規定により公示

された価格に合理的な調整を行って算定する方

法」、同条第４号に定める「当該事業用土地に

ついて地価税法第16条に規定する地価税の課税

価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する

ために国税庁長官が定めて公表した方法により

算定した価額に合理的な調整を行って算定する

方法」及び同条第５号に定める「不動産鑑定士

又は不動産鑑定士補による鑑定評価」によって

おります。 

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額 

△1,766百万円

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額 

     △966百万円

※４ 当社の発行済株式総数は普通株式282,744,185株で

あります。 

※４ 当社の発行済株式総数は普通株式282,744,185株で

あります。 

※５ 当社が保有する自己株式は普通株式244,142株であ

ります。 

※５ 当社が保有する自己株式は普通株式292,148株であ

ります。 

  ６        ――――――   ６ 偶発債務 

 債権流動化による譲渡高 

受取手形 403百万円

    



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

貸倒引当金繰入額 64百万円

給料手当 9,016 

賞与引当金繰入額 468 

退職給付費用 499 

荷造運賃 2,103 

貸倒引当金繰入額   105百万円

給料手当    9,108 

賞与引当金繰入額  293 

退職給付費用  496 

荷造運賃 4,340 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は309百万円であ

ります。 

なお、研究開発費には賞与引当金繰入額４百万

円、退職給付費用７百万円、減価償却費24百万円

が含まれております。 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は710百万円であ

ります。 

なお、研究開発費には賞与引当金繰入額０百万

円、退職給付費用７百万円、減価償却費20百万円

が含まれております。 

※３ この内訳は次のとおりであります。 ※３ この内訳は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 46百万円

工具、器具及び備品 9 

建物及び構築物   1百万円

機械装置及び運搬具 13 

工具、器具及び備品  10 

土地  1,974 

※４ 当該戻入益は、コンパクトディスクプレーヤーに

関する特許料について、当連結会計年度に特許権

者との間で過年度も含め、料率の引下げが合意さ

れたことにより発生したものであります。 

※４        ―――――― 

※５ この内訳は次のとおりであります。 ※５ この内訳は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 36百万円

工具、器具及び備品 1 

無形固定資産 0 

建物及び構築物   664百万円

機械装置及び運搬具 4  

工具、器具及び備品  2 

土地   14 

無形固定資産  0 

投資その他の資産 0 

※６ この内訳は次のとおりであります。 ※６ この内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 5百万円

機械装置及び運搬具 28 

工具、器具及び備品 17 

建物及び構築物  18百万円

機械装置及び運搬具  25 

工具、器具及び備品  79 

投資その他の資産   1 

 



（連結剰余金計算書関係） 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

 ※７        ―――――― ※７  当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。 

 グルーピングの単位である各事業部門においては減

損の兆候がありませんでしたが、共用資産である物

流倉庫及びその他の共用物件については、地価等が

大幅に下落したことにより帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失（1,335百万

円）として特別損失に計上しました。 

その内訳は、旧群馬事業所1,181百万円（土地 589

百万円、建物及び構築物 592百万円）、その他153

百万円（土地 128百万円、建物及び構築物 4百万

円、その他 21百万円）であります。 

なお、旧群馬事業所の回収可能価額は想定売却価額

より測定しております。（時価の算定については直

近の買付証明書の価格を参考にしております。） 

また、その他の共用物件について土地の回収可能価

額は鑑定価額に対し標準的に減価させた比準価額等

としております。 

場所 用途 種類 

 旧群馬事業所 

（群馬県邑楽郡） 
物流倉庫 

土地及び 

 建物等  

 その他 

（福島県西白河郡他）
その他 土地、建物等

※８ エレクトロニカ・クラリオン S.A. de C.V.の所在

地国における会計基準の改定によるものでありま

す。 

※８        ―――――― 

※９ フランス生産子会社からハンガリー生産子会社へ

の生産移管に伴う事業構造改革費（退職加算金

等）であります。 

※９        ―――――― 

※10 当該費用は、デジタルバーサタイルディスクプレ

ーヤーの製造販売が当連結会計年度に特許抵触し

ていると判明し、遡及請求を受けたことにより発

生したものであります。 

※10 当該費用は、コンパクトディスクメカニズム及び

圧縮技術であるＭＰ３技術を使用した製品の製造

販売が当連結会計年度に特許抵触していると判明

し、遡及請求を受けたことにより発生したもので

あります。 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

※１        ―――――― ※１ クラリオン・マニュファクチュアリング・コーポ

レーション・オブ・ザ・フィリピンズの所在地国

における会計基準の改定によるものであります。 

※２ クラリオン・マニュファクチュアリング・コーポ

レーション・オブ・ザ・フィリピンズの所在地国

における会計基準の改定によるもの2百万円及びク

ラリオン（台湾）マニュファクチュアリング C

o., Ltd.における従業員分配金２百万円でありま

す。 

※２ クラリオン（台湾）マニュファクチュアリング C

o., Ltd.における従業員分配金2百万円でありま

す。 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 11,059百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金等 
 △42 

現金及び現金同等物 11,016百万円

現金及び預金勘定 12,148百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金等 
 △194 

現金及び現金同等物 11,954百万円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 借手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 借手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

  
機械装置
及び運搬
具 

工具、器
具及び備
品 

ソフト
ウェア 

合計 

   (百万円)  (百万円) (百万円)  (百万円)

取得価額
相当額 

609 3,153 487 4,251 

減価償却
累計額相
当額 

217 1,360 186 1,765 

期末残高
相当額 

391 1,793 300 2,486 

  
機械装置
及び運搬
具 

工具、器
具及び備
品 

ソフト
ウェア 

合計 

(百万円) (百万円) (百万円)  (百万円)

取得価額
相当額 

664 3,546 467 4,678 

減価償却
累計額相
当額 

199 1,492 240 1,932 

期末残高
相当額 

465 2,053 227 2,746 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,221 百万円 

１年超 1,386   

合計 2,607   

１年以内 1,359 百万円 

１年超 1,387   

合計 2,746   

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料 1,591 百万円 

減価償却費相当額 1,428   

支払利息相当額 157   

支払リース料 1,757 百万円 

減価償却費相当額 1,613   

支払利息相当額 150   

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

借手側 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

借手側 

未経過リース料 

１年以内 232 百万円 

１年超 583   

合計 815   

１年以内 327 百万円 

１年超 573   

合計 900   



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

１．売買目的有価証券 

該当事項はありません。 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

５．時価評価されていない主な有価証券 

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

該当事項はありません。 

  種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1）株式 1,558 2,780 1,221 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 1,558 2,780 1,221 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1）株式 1,293 892 △401 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 1,293 892 △401 

合計 2,852 3,672 820 

売却額 329 百万円 

売却益の合計 78   

売却損の合計 －   

  
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 134 



当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

１．売買目的有価証券 

該当事項はありません。 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

５．時価評価されていない主な有価証券 

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

該当事項はありません。 

  種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1）株式 1,132 2,396 1,263 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 1,132 2,396 1,263 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1）株式 679 569 △110 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 679 569 △110 

合計 1,812 2,965 1,153 

売却額 2,430 百万円 

売却益の合計 1,373   

売却損の合計 0   

  
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 77 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

① 取引の内容及び利用目的等 

 通常の営業過程における外貨建輸出取引と外貨建輸

入取引との差額について、為替相場の変動によるリス

クを軽減するため、包括的な為替予約取引を行ってお

ります。また、借入金利等の将来の金利市場における

利率変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を

行っております。なお、ヘッジ会計の要件を満たして

いる場合にはヘッジ会計を適用しております。 

① 取引の内容及び利用目的等 

同左 

ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段  為替予約取引 

金利スワップ取引 

ヘッジ会計の方法 

同左 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

・ヘッジ対象  外貨建予定取引 

借入金利息 

  

ヘッジ方針 

 通常業務を遂行する上で外貨建金銭債権債務の為

替変動リスクを軽減する目的で取引予定額に基づき

為替予約取引を使用しております。また、借入金利

息の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ

取引を行っております。 

ヘッジ方針 

同左 

ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段（為替予約及び特例処理

の要件を満たす金利スワップ）との関係が直接的で

あるためヘッジの有効性の評価を省略しておりま

す。 

ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

② 取引に対する取組方針 

 基本的に外貨建金銭債権債務残高及び取引成約高の

範囲内で通貨関連のデリバティブ取引を行うこととし

ており、また、借入金利等の変動リスクを回避するこ

とを目的として金利関連のデリバティブ取引を行うこ

ととしており、投機目的の取引は行わない方針であり

ます。 

② 取引に対する取組方針 

同左 

③ 取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを、

金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有

しております。なお、デリバティブ取引の契約先はい

ずれも信用度の高い金融機関であるため、相手方の契

約不履行によるリスクはほとんどないと認識しており

ます。 

③ 取引に係るリスクの内容 

同左 

 



２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1）通貨関連 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

④ 取引に係るリスク管理体制 

 通貨関連、金利関連のデリバティブ取引の実行及び

管理は「組織規程」に従い、財務部に集中しておりま

す。また、子会社におけるデリバティブ取引の実行及

び管理は当社が承認し、社内管理規程に従い、行われ

ております。 

 通貨関連の取引では、「組織規程」を受けた「外国

為替マニュアル」において、為替予約の実需原則等が

明示されております。また、デリバティブ取引は全て

の取引において経理担当役員の承認を得て行い、その

取引のリスク及び取引状況については四半期毎に経営

会議に報告されます。さらに、経理担当役員は、月毎

の定例経営会議において、為替予約の締結状況及び締

結方針を報告することになっております。 

④ 取引に係るリスク管理体制 

同左 

区分 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取

引以外

の取引 

為替予約取引                 

売建                 

米ドル 6,807 － 6,842 △34 2,185 － 2,201 △16 

ユーロ 5,185 － 5,302 △116 2,608 － 2,661 △53 

英ポンド 743 － 762 △18 539 － 550 △10 

豪ドル 77 － 82 △4 － － －   

香港ドル 2,324 － 2,332 △7 － － －   

シンガポールド

ル 
419 － 422 △2 528 － 541 △13 

買建                 

米ドル 123 － 123 0 1,126 － 1,129 2 

合計 15,681 － 15,868 △186 6,987 － 7,083 △90 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

  当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

（注）１．時価の算定方法   （注）１．時価の算定方法 

先物相場によっております。   同左 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取

引は除いております。 

  ２．同左 

３．為替予約取引は、為替相場の変動によるリス

クをヘッジする目的で行っております。 

  ３．同左 

４．評価損益につきましては、連結損益計算書に

計上しております。 

  ４．同左 



(2）金利関連 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として規約型確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。ま

た、一部の国内連結子会社は確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており、そ

の他の国内連結子会社及び一部の在外連結子会社は確定給付型の制度として退職一時金制度を設けておりま

す。また、従業員の退職等に際して、早期退職者に対しては退職加給金を支払う場合があります。 

 なお、一部の在外連結子会社は、確定拠出型制度を設けております。 

２．退職給付債務等に関する事項 

 （注） 一部の国内連結子会社については、簡便法を採用しております。 

区分 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取

引以外

の取引 

金利スワップ取引                 

受取変動支払固定 6,221 3,425 △83 △83 2,825 1,825 △19 △19 

合計 6,221 3,425 △83 △83 2,825 1,825 △19 △19 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

  当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

（注）１．時価の算定方法   （注）１．時価の算定方法 

金利スワップ契約を締結している金融機関か

ら提示された価格によっております。 

  同左 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取

引は除いております。 

  ２．同左 

３．上記金利スワップ契約における想定元本額

は、この金額自体がデリバティブ取引に係る

リスク量を示すものではありません。 

  ３．同左 

４．評価損益につきましては、連結損益計算書に

計上しております。 

  ４．同左 

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 
（百万円） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

（百万円） 
  

（イ） 退職給付債務 △13,429 △14,584   

（ロ） 年金資産 2,039 2,557   

（ハ） 退職給付信託 235 321   

（ニ） 未積立退職給付債務 (イ)＋(ロ)＋(ハ) △11,153 △11,705   

（ホ） 未認識数理計算上の差異 1,128 722   

（ヘ） 未認識過去勤務債務  － 570   

（ト） 退職給付引当金 (ニ)＋(ホ)＋(ヘ) △10,025 △10,413   



３．退職給付費用に関する事項 

４． 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 （注） 一部の国内連結子会社については、簡便法を採用しております。 

    

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 
（百万円） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 
（百万円） 

  

（イ） 勤務費用 720 732   

（ロ） 利息費用 328 327   

（ハ） 期待運用収益 △42 △56   

（ニ)  過去勤務債務の費用処理額 － 3   

（ホ） 数理計算上の差異の費用処理額 110 122   

（ヘ） 会計基準変更時差異の費用処理額 464 －   

（ト） 退職給付費用 

(イ)＋(ロ)＋(ハ)＋(ニ)＋(ホ)＋（ヘ） 
1,581 1,130   

前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

  当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

（注）１．簡便法を採用している国内連結子会社の退職

給付費用は、(イ）勤務費用に計上しておりま

す。 

  （注）１．同左 

２．上記の他、割増退職金46百万円を営業外費用

に計上しております。 

  ２．上記の他、割増退職金452百万円を特別損失等

に計上しております。 

  
前連結会計年度 

（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

(イ）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(ロ）割引率 2.0％～2.5％ 同左 

(ハ）期待運用収益率 2.0％～2.5％ 同左 

(ニ）過去勤務債務の処理   －  13年  

(ホ）数理計算上の差異の処理年数 

10年～15年 

翌連結会計年度から費用処理し

ております。 

7年～13年 

 翌連結会計年度から費用処理し

ております。 

(へ）会計基準変更時差異の処理年数 ５年 － 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産） 

繰越欠損金 9,337 百万円 

退職給付引当金 3,627   

たな卸資産評価損 587   

投資有価証券評価損 2,392   

貸倒引当金 1,188   

外国税額控除 369   

賞与引当金 375   

未払金 306   

その他 1,383   

繰延税金資産小計 19,569   

繰延税金負債との相殺 △529   

小計 19,039   

評価性引当額 △12,737   

繰延税金資産合計 6,302   

繰越欠損金 8,239 百万円 

退職給付引当金 3,875   

たな卸資産評価損 332   

投資有価証券評価損 1,536   

貸倒引当金 1,014   

外国税額控除 219   

賞与引当金 225   

未払金 235   

その他 1,915   

繰延税金資産小計 17,592   

繰延税金負債との相殺 △33   

小計 17,559   

評価性引当額 △10,883   

繰延税金資産合計 6,676   

（繰延税金負債） （繰延税金負債） 

たな卸資産の評価差額 415 百万円 

その他 253   

繰延税金負債小計 668   

繰延税金資産との相殺 △529   

繰延税金負債合計 138   

繰延税金資産の純額 6,163   

たな卸資産の評価差額 32 百万円 

その他 167   

繰延税金負債小計 200   

繰延税金資産との相殺 △33   

繰延税金負債合計 167   

繰延税金資産の純額 6,509   

２．法定実効税率と、税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主要な項目別内訳 

２．法定実効税率と、税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主要な項目別内訳 

法定実効税率 40.7 ％ 

（調整）     

交際費等永久差異 2.8   

均等割 1.1   

評価性引当額の増減 △113.1   

子会社税率差異 △11.3   

その他 0.9   

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
△78.9 

  

法定実効税率 40.7 ％ 

（調整）     

交際費等永久差異 0.6   

均等割 0.8   

評価性引当額の増減 △63.0   

子会社税率差異 △4.5   

土地再評価差額金取崩  △5.5   

その他 1.4   

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
△29.5 

  

３．当社を連結納税親会社とする連結納税制度を適用し

ております。 

３．          同左 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

製品の種類、機能的特性、用途等の類似性に基づき区分しております。 

２．各事業区分の主要な製品 

(1）自動車機器事業 カーオーディオ、カーナビゲーション、映像機器及びこれらの事業の関連用品 

(2）特機事業    バス・宣伝車用拡声装置、ＣＣＤカメラ等車両後方確認ＴＶシステム機器 

(3）その他の事業  通信機器、ＥＭＳ（電子機器製造受託サービス）事業、その他 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での長期投資資金（投資有価証券）

2,564百万円であります。 

４．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及びその償却額が含まれております。 

５．当連結会計年度中に、シンジケート方式によるコミットメントライン及びタームローンを導入し、グループ

資金の一元管理を行うため、その他事業に所属するクラリオンファイナンス㈱を通じて、自動車機器事業及

び特機事業に所属する各連結子会社へ資金の貸付を行っております。 

  
自動車機器 
事業 

（百万円） 

特機事業 
  

（百万円） 

その他の 
事業 

（百万円） 

計 
  

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
  

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 166,365 6,949 5,010 178,325 － 178,325 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － (－) － 

計 166,365 6,949 5,010 178,325 (－) 178,325 

営業費用 158,232 5,716 4,794 168,742 (－) 168,742 

営業利益 8,132 1,233 216 9,582 (－) 9,582 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
            

資産 124,264 5,427 18,018 147,710 (28,183) 119,527 

減価償却費 5,004 155 56 5,216 － 5,216 

資本的支出 6,329 166 32 6,527 － 6,527 



当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

製品の種類、機能的特性、用途等の類似性に基づき区分しております。 

２．各事業区分の主要な製品 

(1）自動車機器事業 カーオーディオ、カーナビゲーション、カーマルチメディア機器及びこれらの周辺機器 

(2）特機事業    業務車両用AV機器、運行管理システム、ＣＣＤカメラ等車両後方確認ＴＶシステム機器 

(3）その他の事業  ＳＳ無線機器、携帯電話、ＥＭＳ事業、その他 

３．製品区分及び主要な製品の表記の変更 

 当社グループ取り扱い製品の複合化及び多様化、並びに新機軸製品の展開等に伴い、各事業に帰属する製品

区分と主要製品の名称の一部を修正・追加しております。なお、事業区分自体には変更はありません。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での長期投資資金（投資有価証券）

1,392百万円であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及びその償却額が含まれております。 

６．資本的支出の増加額は、さいたま新都心の土地取得4,674百万円等であります。 

 ７．当連結会計年度中に、シンジケート方式によるコミットメントライン及びタームローンを再組成しており、

グループ資金の一元管理を行うため、その他事業に所属するクラリオンファイナンス㈱を通じて、自動車機

器事業及び特機事業に所属する各連結子会社へ資金の貸付を行っております。 

  
自動車機器 
事業 

（百万円） 

特機事業 
  

（百万円） 

その他の 
事業 

（百万円） 

計 
  

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
  

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 168,686 8,306 7,183 184,176 － 184,176 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － (－) － 

計 168,686 8,306 7,183 184,176 (－) 184,176 

営業費用 165,108 6,855 6,984 178,948 (－) 178,948 

営業利益 3,578 1,451 199 5,228 (－) 5,228 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
            

資産 120,939 5,880 10,569 137,389 (15,270) 122,119 

減価償却費 5,373 178 39 5,591 － 5,591 

減損損失  1,278 56 － 1,335 － 1,335 

資本的支出 11,728 517 74 12,320 － 12,320 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）米州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル 

(2）アジア・豪州：オーストラリア、中国、台湾、シンガポール、マレーシア、フィリピン 

(3）欧州：ドイツ、スウェーデン、イギリス、スペイン、フランス、ハンガリー 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での長期投資資金（投資有価証券）

2,564百万円であります。 

４．当連結会計年度中に、シンジケート方式によるコミットメントライン及びタームローンを導入し、グループ

資金の一元管理を行うため、日本に所属するクラリオンファイナンス㈱を通じて、米州、アジア・豪州及び

欧州に所属する各連結子会社へ資金の貸付を行っております。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）米州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル 

(2）アジア・豪州：オーストラリア、中国、台湾、シンガポール、マレーシア、フィリピン 

(3）欧州：ドイツ、スウェーデン、イギリス、スペイン、フランス、ハンガリー 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での長期投資資金（投資有価証券）

1,392百万円であります。 

４．当連結会計年度中に、シンジケート方式によるコミットメントライン及びタームローンを再組成しており、

グループ資金の一元管理を行うため、日本に所属するクラリオンファイナンス㈱を通じて、米州、アジア・

豪州及び欧州に所属する各連結子会社へ資金の貸付を行っております。 

  
日本 
  

（百万円） 

米州 
  

（百万円）

アジア・ 
豪州 

（百万円）

欧州 
  

（百万円）

計 
  

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
  

（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 96,658 38,577 10,737 32,351 178,325 － 178,325 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
41,561 1,354 41,839 2,184 86,940 (86,940) － 

計 138,220 39,931 52,577 34,536 265,265 (86,940) 178,325 

営業費用 131,915 38,256 51,786 34,188 256,146 (87,403) 168,742 

営業利益 6,304 1,675 790 348 9,118 463 9,582 

Ⅱ 資産 115,363 22,185 17,678 17,350 172,578 (53,050) 119,527 

  
日本 
  

（百万円） 

米州 
  

（百万円）

アジア・ 
豪州 

（百万円）

欧州 
  

（百万円）

計 
  

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
  

（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 99,511 43,725 15,063 25,877 184,176 － 184,176 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
41,179 1,024 50,228 250 92,683 (92,683) － 

計 140,690 44,749 65,292 26,128 276,860 (92,683) 184,176 

営業費用 136,892 43,692 64,563 26,482 271,630 (92,681) 178,948 

営業利益又は営業損失（△） 3,798 1,057 728 △354 5,230 (     1) 5,228 

Ⅱ 資産 112,284 20,575 21,771 15,063 169,695 (47,575) 122,119 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）米州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル、ベネズエラ 

(2）欧州：ドイツ、スウェーデン、イギリス、スペイン、フランス 

(3）その他の地域：オーストラリア、中国、韓国、台湾、シンガポール、マレーシア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）米州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル、ベネズエラ 

(2）欧州：ドイツ、スウェーデン、イギリス、スペイン、フランス 

(3）その他の地域：オーストラリア、中国、韓国、台湾、シンガポール、マレーシア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  米州 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 38,610 32,361 11,412 82,384 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       178,325 

Ⅲ 連結売上高に占める海外 

売上高の割合（％） 
21.7 18.2 6.4 46.2 

  米州 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 43,701 25,874 15,431 85,007 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       184,176 

Ⅲ 連結売上高に占める海外 

売上高の割合（％） 
23.7 14.1 8.4 46.2 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 94.62円 

１株当たり当期純利益 18.09円 

１株当たり純資産額      122.09円 

１株当たり当期純利益      20.76円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

当期純利益（百万円） 5,111 5,862 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 5,111 5,862 

期中平均株式数（千株） 282,533 282,476 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

  

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

 ２．当社において、平成17年10月にシンジケート方式による低利な短期資金調達の再組成、平成17年９月に同方

   式による期間３年の長期の資金調達をしております。 

 ３．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定額 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 23,547 13,141 1.45 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 7,045 7,045 1.89 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 11,027 14,040 1.39 
平成19年４月～

平成29年７月 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 41,619 34,227 － － 

区分 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 

長期借入金（百万円） 3,247 10,249 52 54 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
第65期 

（平成17年３月31日） 
第66期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

現金及び預金     2,758     4,237   

受取手形     406     661   

売掛金 ※１   18,354     20,246   

商品     3,023     3,609   

製品     2,511     2,364   

原材料     2,752     2,620   

仕掛品     2     0   

貯蔵品     1,339     1,358   

前渡金     137     168   

前払費用     584     809   

繰延税金資産     1,351     1,205   

関係会社短期貸付金     12,869     5,066   

未収入金 ※１   3,659     4,791   

その他     537     475   

貸倒引当金     △305     △21   

流動資産合計     49,982 45.4   47,593 45.2 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産 ※２             

建物   12,472     8,554     

減価償却累計額   9,177 3,294   6,969 1,585   

構築物   920     673     

減価償却累計額   797 123   589 83   

機械及び装置   3,556     3,107     

減価償却累計額   2,948 607   2,587 520   

車両及び運搬具   82     90     

減価償却累計額   54 28   60 30   

工具、器具及び備品   15,795     14,377     

減価償却累計額   14,952 843   13,642 735   

土地 ※５   9,438     9,695   

建設仮勘定      －     94   

有形固定資産合計     14,335 13.0   12,745 12.1 

２．無形固定資産               

特許権     160     176   

借地権     22     1   

ソフトウェア     6,002     7,089   

その他     109     83   

無形固定資産合計     6,294 5.7   7,349 6.9 

３．投資その他の資産               

投資有価証券     3,746     2,954   

関係会社株式     29,904     28,204   

長期貸付金     2,550     2,550   

長期前払費用     1,197     1,696   

繰延税金資産     3,728     3,911   

その他     1,078     1,124   

貸倒引当金     △2,749     △2,749   

投資その他の資産合計     39,455 35.9   37,693 35.8 

固定資産合計     60,085 54.6   57,787 54.8 

資産合計     110,067 100.0   105,380 100.0 

                

 



    
第65期 

（平成17年３月31日） 
第66期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

支払手形     4,282     4,588   

買掛金 ※１   12,547     12,089   

短期借入金 ※８   23,000     13,141   

一年以内返済予定の長期借入
金 

※2,9   7,000     7,000   

未払金 ※１   3,243     4,202   

未払費用     2,748     2,963   

未払法人税等     131     75   

前受金     5     11   

預り金     40     94   

賞与引当金     434     130   

その他     337     161   

流動負債合計     53,771 48.8   44,459 42.2 

Ⅱ 固定負債               

長期借入金 ※2,9   10,400     13,400   

再評価に係る繰延税金負債 ※５   2,013     591   

退職給付引当金     7,451     7,659   

その他     786     611   

固定負債合計     20,650 18.8   22,261 21.1 

負債合計     74,422 67.6   66,720 63.3 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※３   26,100 23.7   26,100 24.8 

Ⅱ 資本剰余金               

１．資本準備金   2,667     2,667     

資本剰余金合計     2,667 2.4   2,667 2.5 

Ⅲ 利益剰余金               

１. 当期未処分利益   3,898     7,887     

利益剰余金合計     3,898 3.6   7,887 7.5 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※５   2,196 2.0   1,157 1.1 

Ⅴ その他有価証券評価差額金     811 0.7   887 0.8 

Ⅵ 自己株式 ※４   △29 △0.0   △39 △0.0 

資本合計     35,645 32.4   38,660 36.7 

負債・資本合計     110,067 100.0   105,380 100.0 

                



②【損益計算書】 

    
第65期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第66期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 ※１   132,291 100.0   135,278 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１．製品及び商品期首たな卸高   5,520     5,535     

２．当期製品製造原価   51,977     47,753     

３．当期商品仕入高 ※１ 59,805     68,931     

合計   117,304     122,220     

４．他勘定振替高 ※２ 811     692     

５．製品及び商品期末たな卸高   5,535 110,957 83.8 5,973 115,554 85.4 

売上総利益     21,334 16.2   19,723 14.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※3,4   16,505 12.5   17,274 12.8 

営業利益     4,829 3.7   2,449 1.8 

Ⅳ 営業外収益               

受取利息 ※１ 391     548     

受取配当金 ※１ 261     285     

賃貸料 ※１ 529     360     

その他   268 1,450 1.1 409 1,604 1.2 

Ⅴ 営業外費用               

支払利息 ※１ 1,094     845     

売上割引   227     80     

貸与資産償却費   232     118     

為替差損   186     450     

シンジケートローン手数料   337     ―     

その他   368 2,446 1.9 560 2,055 1.5 

経常利益     3,832 2.9   1,998 1.5 

Ⅵ 特別利益               

固定資産売却益 ※５ 1     1,527     

投資有価証券売却益   78     1,373     

貸倒引当金戻入益   350     －     

過年度特許料戻入益   122     －     

その他   30 581 0.5 309 3,209 2.4 

Ⅶ 特別損失               

      関係会社株式評価損   －     1,700     

      減損損失  ※８  －     1,249     

固定資産売却損 ※６ 0     657     

固定資産除却損 ※７ 32     89     

貸倒引当金繰入額   2,642     －     

投資有価証券評価損   96     －     

退職給付会計基準変更時差異   464     －     

その他   191 3,427 2.6 572 4,268 3.2 

税引前当期純利益     986 0.8   940 0.7 

法人税、住民税及び事業税   △200     △320     

法人税等調整額   △2,711 △2,911 △2.2 △1,687 △2,008 △1.5 

当期純利益     3,898 3.0   2,948 2.2 

前期繰越利益     －     3,898   

再評価差額金取崩額     －     1,039   

当期未処分利益     3,898     7,887   

                



製造原価明細書 

    
第65期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第66期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 材料費   32,537 62.4 30,072 62.8

Ⅱ 労務費 ※１ 3,576 6.9 3,159 6.6

Ⅲ 経費 ※２ 15,994 30.7 14,649 30.6

当期総製造費用   52,109 100.0 47,880 100.0 

仕掛品期首たな卸高   0 2 

合計   52,109 47,882 

仕掛品期末たな卸高   2 0 

他勘定振替高 ※３ 130 128 

当期製品製造原価   51,977 47,753 

      

（脚注）      （第65期） （脚注）      （第66期） 

※１．このうち引当金繰入額は次のとおりであります。 ※１．このうち引当金繰入額は次のとおりであります。 

賞与引当金繰入額 260百万円

退職給付費用 379 

賞与引当金繰入額   12百万円

退職給付費用 381 

※２．この内訳は次のとおりであります。 ※２．この内訳は次のとおりであります。 

外注加工費 4,027百万円

減価償却費 2,084  

その他 9,882  

合計 15,994  

外注加工費 3,808百万円

減価償却費 2,174  

その他 8,665  

合計 14,649  

※３．この内訳は次のとおりであります。 ※３．この内訳は次のとおりであります。 

貯蔵品 130百万円 貯蔵品 128百万円

原価計算の方法 原価計算の方法 

 要素別、工程部門別の計算により総合原価計算を採

用。 

 期中においては、標準原価を用い、期末に原価差額を

売上原価、製品、原材料、仕掛品等に配賦して調整して

います。 

同左 



③【利益処分計算書】 

    
第65期 

（株主総会承認日） 
（平成17年６月28日） 

第66期 
（株主総会承認日） 
（平成18年６月27日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益    3,898 7,887

Ⅱ  利益処分額     

  1. 利益準備金   － 60

  2. 配当金    － － 564 624

Ⅲ 次期繰越利益    3,898 7,262



重要な会計方針 

  
第65期 

（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

第66期 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブの評価方法  時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品・製品・原材料・仕掛品 

 総平均法による原価法 

商品・製品・原材料・仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

 最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 法人税法に規定する耐用年数に基づ

く定率法。但し、工具、器具及び備品

の一部（金型）については定額法を採

用しております。 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについて

は、利用見込期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

 その他の無形固定資産については、

法人税法に規定する耐用年数に基づく

定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 金銭債権の貸倒れによる損失に備え

て、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）投資損失引当金 

 関係会社株式の実質価値の低下によ

る損失に備えて、純資産価額等を勘案

して必要と認められる額を計上してお

ります。  

 なお、同引当金3,983百万円は、貸借

対照表上、関係会社株式から直接控除

しております。  

(2）投資損失引当金 

同左 

  

  (3）賞与引当金  

 従業員の賞与の支給に備えて、支給

見込額のうち当事業年度に負担すべき

額を計上しております。 

(3）賞与引当金 

同左 

  

 



  
第65期 

（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

第66期 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

 また、数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（15年）

による定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。 

 なお、会計基準変更時差異（2,321百

万円）については、５年による按分額

を費用処理しております。 

  

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

 また、数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（13年）

による定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しており、過去勤務債務は当事業年度

より従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(13年)で均等償却しており

ます。 

 なお、当該過去勤務債務は、退職給

付制度の改訂により発生したものであ

ります。 

  

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（以下、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引という）について

は、賃貸借取引に準じた方法で会計処理

しております。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 為替予約取引 

金利スワップ取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段   同左 

  

  ・ヘッジ対象 外貨建予定取引 

借入金利息 

・ヘッジ対象   同左 

  

  (3）ヘッジ方針 

  当社の通常業務を遂行する上で外貨

建金銭債権債務の為替変動リスクを軽

減する目的で取引予定額に基づき為替

予約取引を使用しております。また、

借入金利息の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を行ってお

ります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段（為替予約

及び特例処理の要件を満たす金利スワ

ップ）との関係が直接的であるためヘ

ッジの有効性の評価を省略しておりま

す。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。  

(1）消費税等の会計処理方法 

同左 



会計処理方法の変更 

  

表示方法の変更 

  

第65期 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

第66期 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

 固定資産の減損に係る会計基準       ―――――――――  当事業年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針）（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより税引前当期純利益は1,249百

万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改

正後の財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除しております。 

第65期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第66期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

              ――――――――――― 1. 前期まで営業外費用に区分掲記しておりました「シン

ジケートローン手数料」は、営業外費用の総額の100分の

10以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて

表示することにしました。 

 なお、当期における「シンジケートローン手数料」は

168百万円であります。 

2. 前期まで、特別利益に区分掲記しておりました「貸

倒引当金戻入益」は、特別利益の総額の100分の10以下と

なったため、特別利益の「その他」に含めて表示するこ

とにしました。 

 なお、当期における「貸倒引当金戻入益」は、284百万

円であります。 

3. 前期まで特別損失に区分掲載しておりました「投資有

価証券評価損」は特別損失の総額の100分の10以下となっ

たため、特別損失の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

 なお、当期における「投資有価証券評価損」は51百万

円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第65期 
（平成17年３月31日現在） 

第66期 
（平成18年３月31日現在） 

※１．関係会社に対する資産・負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりです。 

※１．関係会社に対する資産・負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりです。 

資産の部（百万円）   負債の部（百万円） 

売掛金 5,495   買掛金 1,809

未収入金 3,163   未払金 1,724

資産の部（百万円）   負債の部（百万円）

売掛金 7,421   買掛金 2,040 

未収入金      3,801   未払金 1,876 

※２．資産のうち、借入金の担保に供しているものは次

のとおりであります。 

担保提供資産 

※２．資産のうち、借入金の担保に供しているものは次

のとおりであります。 

担保提供資産 

建物 2,987百万円

土地 7,577 

合計 10,565 

建物     1,209百万円

土地 3,797 

合計 5,006 

担保提供資産に対応する債務 担保提供資産に対応する債務 

短期借入金 23,000百万円

一年以内返済予定の長期借

入金 
6,800 

長期借入金 9,800 

合計 39,600 

一年以内返済予定の長期借

入金 
7,000百万円

長期借入金 3,400 

合計 10,400 

※３．会社が発行する株式の総数及び発行済株式総数

は、次のとおりであり、全て普通株式でありま

す。 

※３．会社が発行する株式の総数及び発行済株式総数

は、次のとおりであり、全て普通株式でありま

す。 

会社が発行する株式の総数 450,000,000株

発行済株式総数 282,744,185株

会社が発行する株式の総数 450,000,000株

発行済株式総数      282,744,185株

※４．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は普通株式244,142株

であります。 

※４．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は普通株式292,148株

であります。 

※５．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき事業用土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、「再評

価差額金」を資本の部に計上しております。 

※５．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき事業用土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、「再評

価差額金」を資本の部に計上しております。 

再評価方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める「当

該事業用土地について地価税法第16条に規定する

地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額

を算定するために国税庁長官が定めて公表した方

法により算定した価額に合理的な調整を行って算

定する方法」及び同条第５号に定める「不動産鑑

定士又は不動産鑑定士補による鑑定評価」によっ

ております。 

再評価方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める「当

該事業用土地について地価税法第16条に規定する

地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額

を算定するために国税庁長官が定めて公表した方

法により算定した価額に合理的な調整を行って算

定する方法」及び同条第５号に定める「不動産鑑

定士又は不動産鑑定士補による鑑定評価」によっ

ております。 

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額 

△1,739百万円

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額 

 △  903百万円

 



第65期 
（平成17年３月31日現在） 

第66期 
（平成18年３月31日現在） 

 ６．下記の各社の銀行借入金に対して債務保証を行っ

ております。 

（ ）内は、外貨建の保証金額であり、決算日の

為替相場による円換算額を付しております。 

借入金に対する保証債務 

 ６.            ――――――――――― 

会社名 保証金額 

クラリオン・ハンガリー・ 

エレクトロニクス Kft. 

477百万円 

（ 3,439千EUR）

クラリオン・オーストラリ

ア Pty. Ltd. 

74百万円 

（ 900千A.$）

合計 552百万円 

 

 ７．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額は

811百万円であります。 

土地の再評価に関する法律第７条の２第１項の規

定により純資産額より控除される額は2,196百万円

であります。 

 ７．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額は

887百万円であります。 

土地の再評価に関する法律第７条の２第１項の規

定により純資産額より控除される額は1,157百万円

であります。 

※８．当社は、金融機関12行との間に協調融資枠設定契

約（シンジケート方式によるコミットメントライ

ン）を締結しております。  

当事業年度末におけるコミットメントライン契約

に係る借入金実行額は次のとおりであります。 

コミットメントライン契約の総額 30,000百万円 

借入実行残高 23,000百万円 

差引額 7,000百万円 

※８．当社は、金融機関7行との間に協調融資枠設定契約

（シンジケート方式によるコミットメントライ

ン）を締結しております。  

当事業年度末におけるコミットメントライン契約

に係る借入金実行額は次のとおりであります。 

コミットメントライン契約の総額   23,000百万円 

借入実行残高  13,141百万円 

差引額 9,859百万円 

※９．当社は、金融機関13行との間に協調融資枠設定契

約（シンジケート方式によるタームローン）を締

結しております。 

当事業年度末におけるタームローン契約に係る借

入金実行額は次のとおりであります。 

  

借入実行残高 16,600百万円 

    

※９．当社は、金融機関12行との間に協調融資枠設定契

約（シンジケート方式によるタームローン）を締

結しております。 

当事業年度末におけるタームローン契約に係る借

入金実行額は次のとおりであります。 

  

借入実行残高 19,800百万円 

    



（損益計算書関係） 

第65期 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

第66期 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

※１．関係会社との主な取引 

 各科目に含まれている関係会社との取引の金額は

次のとおりであります。 

※１．関係会社との主な取引 

 各科目に含まれている関係会社との取引の金額は

次のとおりであります。 

売上高 50,483百万円

商品仕入高 57,495 

受取利息 327 

受取配当金 224 

賃貸料 517 

支払利息 110 

売上高       50,470百万円

商品仕入高       63,335 

受取利息  496 

受取配当金  247 

賃貸料  337 

支払利息  39 

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費 316百万円

製造経費 100 

原材料 262 

貯蔵品 121 

その他 10 

合計 811 

販売費及び一般管理費    321百万円

製造経費  93 

原材料  129 

貯蔵品  133 

その他  13 

合計 692 

※３．販売費及び一般管理費の主要な費目は次のとおり

であります。 

※３．販売費及び一般管理費の主要な費目は次のとおり

であります。 

広告宣伝費 1,074百万円

荷造運賃 2,416 

販売サービス費 2,855 

販売手数料 2,741 

販売促進費 1,706 

給与手当 2,672 

賞与引当金繰入額 174 

退職給付費用 325 

減価償却費 73 

広告宣伝費    1,209百万円

荷造運賃      2,563 

販売サービス費      2,594 

販売手数料     3,064 

販売促進費      1,861 

給与手当      2,505 

賞与引当金繰入額  46 

退職給付費用  320 

減価償却費  102 

 また、販売費及び一般管理費のうち販売費の割合

は約65％であります。 

 また、販売費及び一般管理費のうち販売費の割合

は約65％であります。 

※４．研究開発費の総額 ※４．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究

開発費 
262百万円

一般管理費に含まれる研究

開発費 
   667百万円

 なお、研究開発費には、賞与引当金繰入額４百万

円、退職給付費用７百万円、減価償却費24百万円が

含まれております。 

 なお、研究開発費には、賞与引当金繰入額0百万

円、退職給付費用7百万円、減価償却費20百万円が含

まれております。 

※５．この内訳は次のとおりであります。 ※５．この内訳は次のとおりであります。 

機械及び装置 0百万円

車両及び運搬具 0 

工具、器具及び備品 0 

土地  1,526百万円

機械及び装置  0    

車両及び運搬具  0 

工具、器具及び備品 0 

 



第65期 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

第66期 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

※６．この内訳は次のとおりであります。 ※６．この内訳は次のとおりであります。 

機械及び装置 0百万円

車両及び運搬具 0 

工具、器具及び備品 0 

建物  533百万円

構築物 48      

機械及び装置 2      

車両及び運搬具  0 

土地 73 

※７．この内訳は次のとおりであります。 ※７．この内訳は次のとおりであります。 

建物 0百万円

機械及び装置 25 

車両及び運搬具 0 

工具、器具及び備品 6 

機械及び装置 15百万円 

車両及び運搬具 0  

工具、器具及び備品 73  

※８． 

―――――― 

※８．減損損失 

  当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

 グルーピングの単位である各事業部門においては減

損の兆候がありませんでしたが、共用資産である物流

倉庫及びその他の共用物件については、地価等が大幅

に下落したことにより帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（1,249百万円）として

特別損失に計上しました。 

 その内訳は、旧群馬事業所1,181百万円（土地589百

万円、建物578百万円及びその他13百万円）、その他

67百万円（土地46百万円、その他21百万円）でありま

す。 

 なお、旧群馬事業所の回収可能価額は想定売却価額

より測定しております。（時価の算定については直近

の買付証明書の価格を参考にしております。） 

 また、その他の共用物件について土地の回収可能価

額は鑑定価額に対し標準的に減価させた比準価額等と

しております。 

場所 用途 種類 

 旧群馬事業所 

（群馬県邑楽郡） 
 物流倉庫   

土地及び 

 建物等  

 その他 

（福島県西白河郡）
 その他   土地等 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

第65期 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

第66期 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引 

借手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引 

借手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

  

機械及び
装置 
   
(百万円) 

車両及び
運搬具 
    
(百万円) 

工具、器
具及び備
品 
(百万円) 

ソフト 
ウェア 
    
(百万円) 

 
合計 
  

(百万円) 

取得価額
相当額 

216 20 2,855 458 3,551

減価償却
累計額相
当額 

106 5 1,156 166 1,434

期末残高
相当額 

109 15 1,698 292 2,116

機械及び
装置 
   
(百万円) 

車両及び
運搬具 
    
(百万円) 

工具、器
具及び備
品 
(百万円) 

ソフト 
ウェア 
    
(百万円) 

 
合計 
  

(百万円) 

取得価額
相当額 

117 20 3,257 463 3,859

減価償却
累計額相
当額 

34 9 1,356 239 1,640

期末残高
相当額 

82 10 1,901 224 2,219

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,112百万円

１年超 1,108 

合計 2,220 

１年以内      1,249百万円

１年超 1,066 

合計 2,316 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料 1,444百万円

減価償却費相当額 1,316 

支払利息相当額 137 

支払リース料      1,613百万円

減価償却費相当額 1,487 

支払利息相当額 125 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。 

利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 0百万円

１年超 1 

合計 2 

１年以内  0百万円

１年超 0 

合計 1 



（税効果会計関係） 

第65期 
（平成17年３月31日現在） 

第66期 
（平成18年３月31日現在） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産）   

貸倒引当金 1,101百万円

有価証券評価損 2,391  

繰越欠損金 8,729  

退職給付引当金 2,982  

たな卸資産評価損 391  

投資損失引当金 1,620  

外国税額控除 369  

未払費用 92  

賞与引当金 176  

長期前払費用 30  

未払事業所税等 50  

未払金 303  

その他 278  

繰延税金資産小計 18,518  

     

評価性引当額 △13,432  

繰延税金資産合計 5,086  

（繰延税金資産）   

貸倒引当金 985百万円

有価証券評価損 2,222  

繰越欠損金 6,885  

退職給付引当金 3,183  

たな卸資産評価損 211  

投資損失引当金 1,620  

外国税額控除 219  

未払費用 208  

賞与引当金 52  

長期前払費用 7  

未払事業所税等 52  

未払金 232  

減損損失  204  

減価償却超過 105  

その他 286  

繰延税金資産小計 16,477  

     

評価性引当額 △11,125  

繰延税金資産合計 5,352  

２．法定実効税率と、税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主要な項目別内訳 

２．法定実効税率と、税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主要な項目別内訳 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）    

交際費等永久差異 4.5  

均等割 1.9  

評価性引当額の増減 △355.3  

その他 13.1  

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
△295.1  

法定実効税率 40.7％ 

（調整）    

交際費等永久差異 2.7  

均等割 2.0  

土地再評価差額金取崩 △26.5  

外国税額控除期限切れ 16.0  

評価性引当額の増減 △245.3  

その他 △3.3  

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
△213.7  

３．当社を連結納税親会社とする連結納税制度を適用し

ております。 

３．          同左 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益算定の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

第65期 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

第66期 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 126.18円 

１株当たり当期純利益 13.80円 

１株当たり純資産額       136.87円 

１株当たり当期純利益      10.44円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
第65期 

（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

第66期 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

当期純利益（百万円） 3,898 2,948 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － ― 

普通株主に係る当期純利益（百万円） 3,898 2,948 

期中平均株式数（千株） 282,533 282,476 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【投資有価証券】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

その他有価証券 

マツダ㈱ 774,000 523 

㈱東日カーライフグループ 1,000,000 470 

㈱オートバックスセブン 72,164 398 

㈱日本アンテナ 365,000 368 

㈱りそなホールディングス 888 347 

スズキ㈱ 94,500 243 

富士重工業㈱ 300,580 200 

東京急行電鉄㈱ 130,000 99 

日野自動車㈱ 110,250 80 

いすゞ自動車㈱ 101,189 40 

その他23銘柄 291,243 180 

計 3,239,814 2,954 



【有形固定資産等明細表】 

（注）１.「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

   ２．建物の当期減少額の主なものは、本社事務所売却2,440百万円、旧群馬事業所の一部売却1,008百万円であり 

     ます。     

   ３．工具、器具及び備品の当期減少額の主なものは、金型1,283百万円であります。 

   ４．土地の当期増加額の主なものは、新本社事務所兼テクニカルセンター建設予定地の購入4,674百万円でありま 

     す。 

   ５．土地の当期減少額の主なものは、本社事務所売却3,370百万円、旧群馬事業所の一部売却410百万円でありま 

     す。 

   ６．ソフトウエアの当期増加額の主なものは、カーオーディオ・カーナビゲーション関係1,162百万円でありま 

     す。 

   ７．ソフトウエアの当期減少額の主なものは、カーナビゲーション関係1,836百万円であります。 

資産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

当期償却額 
差引当期末残
高 

  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

有形固定資産               

建物 （注２） 12,472 110 4,027 

(注１) (578)

8,554 6,969 182 1,585 

構築物 920 30 277 

(注１)   (13)

673 589 8 83 

機械及び装置 3,556 40 489 3,107 2,587 96 520 

車両及び運搬具 82 14 6 90 60 12 30 

工具、器具及び備品

（注３） 
15,795 137 1,555 14,377 13,642 164 735 

土地 （注４，５） 9,438 4,674 4,417 

(注１) (636)

9,695 － － 9,695 

 建設仮勘定 － 94 － 94 － － 94 

有形固定資産計 42,265 5,102 10,774 36,593 23,848 463 12,745 

無形固定資産               

特許権 274 46 － 320 144 30 176 

借地権 22 － 21 1 － － 1 

ソフトウェア（注６，７） 10,918 3,016 2,520 11,414 4,325 1,916 7,089 

その他 144 － 21 

(21)

123 39 5 83 

無形固定資産計 11,359 3,063 2,562 11,859 4,509 1,952 7,349 

長期前払費用 5,077 1,120 326 5,871 4,174 621 1,696 



【資本金等明細表】 

 (注) 当期末における自己株式数は、292,148株であります。 

【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の当期減少額（その他）は、関係会社に対する余剰分の戻入であります。 

２．投資損失引当金の期末残高は、貸借対照表上、関係会社株式から直接控除して表示しております。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 26,100 － － 26,100 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注） 
（株） (282,744,185) (     －) (      －) (282,744,185)

（百万円） 26,100 － － 26,100 

計 
（株） (282,744,185) (     －) (      －) (282,744,185)

（百万円） 26,100 － － 26,100 

資本準備金及

びその他の資

本剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （百万円） 2,667 － － 2,667 

計 （百万円） 2,667 － － 2,667 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） － － － － 

（任意積立金） （百万円） － － － － 

計 （百万円） － － － － 

区分 
前期末残高 

  
（百万円） 

当期増加額 
  

（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
  

（百万円） 

貸倒引当金（注１） 3,055 － － 284 2,771 

投資損失引当金（注２） 3,983 － － － 3,983 

賞与引当金 434 130 434 － 130 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

(イ）現金及び預金 

(ロ）受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

内容 金額（百万円） 

現金 3 

預金   

当座預金 673 

普通預金 3,552 

別段預金 8 

計 4,237 

相手先 金額（百万円） 

ジェイ・バス㈱ 315 

茨城クラリオン㈱ 72 

東海クラリオン㈱ 64 

㈱新潟電装 50 

北日本クラリオン㈱ 48 

その他 110 

計 661 

期日 金額（百万円） 

平成18年４月 258 

５月 190 

６月 197 

７月 14 

計 661 



(ハ）売掛金 

相手先別内訳 

滞留状況 

 （注） 上記当期発生高には、消費税額4,624百万円を含めております。 

回収率及び滞留期間算出方法 

(ニ）商品 

(ホ）製品 

相手先 金額（百万円） 

日産自動車㈱ 2,248 

クラリオン販売㈱ 2,096 

スズキ㈱ 1,863 

㈱ザナヴィ・インフォマティクス 1,374 

クラリオン・フランス S.A 1,238 

その他 11,426 

計 20,246 

前期繰越高（Ａ） 
（百万円） 

当期発生高（Ｂ） 
（百万円） 

当期回収高（Ｃ） 
（百万円） 

期末残高（Ｄ） 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

18,354 139,977 138,085 20,246 87.2 52 

回収率 ＝ 
当期回収高（Ｃ） 

× 100 
前期繰越高（Ａ）＋当期発生高（Ｂ）

滞留期間 ＝ 
売掛金残高 

× 30日 
当期発生高（Ｂ）×１／12

内容 金額（百万円） 

自動車機器 3,241 

特機 366 

その他 1 

計 3,609 

内容 金額（百万円） 

自動車機器 1,942 

特機 422 

その他 0 

計 2,364 



(ヘ）原材料 

(ト）仕掛品 

(チ）貯蔵品 

(リ）関係会社短期貸付金 

② 固定資産 

関係会社株式 

内容 金額（百万円） 

自動車機器 2,415 

特機 204 

計 2,620 

内容 金額（百万円） 

自動車機器 0 

内容 金額（百万円） 

試験研究材 198 

販売サービス材 996 

販売促進材 37 

その他の消耗品 126 

計 1,358 

内容 金額（百万円） 

クラリオンファイナンス（株） 5,066 

計 5,066 

内容 金額（百万円） 

クラリオン・コーポレーション・オブ・アメリカ 12,216 

クラリオン・マニュファクチュアリング・コーポレー

ション・オブ・ザ・フィリピンズ 
2,518 

クラリオン・フランス S.A. 2,278 

エレクトロニカ・クラリオン S.A. de C.V. 2,162 

クラリオン・ハンガリー・エレクトロニクス Kft. 2,053 

クラリオン商事㈱ 2,040 

その他 4,934 

計 28,204 



③ 流動負債 

(イ）支払手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

(ロ）買掛金 

相手先 金額（百万円） 

ペナント㈱ 378 

マルイ工業㈱ 319 

国上精機工業㈱ 279 

㈱ミツワ化学 276 

オンキョー㈱ 263 

その他 3,071 

計 4,588 

期日 金額（百万円） 

平成18年４月 1,460 

５月 1,460 

６月 955 

７月 711 

計 4,588 

相手先 金額（百万円） 

東芝デバイス㈱ 1,359 

クラリオン（香港）インダストリーズ Co., Ltd. 1,048 

菱電商事㈱ 811 

㈱ヨコオ 659 

㈱リョーサン 597 

その他 7,613 

計 12,089 



(ハ）短期借入金 

 （注）「一年以内返済予定の長期借入金」については ④ 固定負債 長期借入金に記載しております。 

借入先 金額（百万円） 

 ㈱りそな銀行 3,999 

 ㈱みずほコーポレート銀行 3,142 

㈱三井住友銀行 2,571 

㈱三菱東京UFJ銀行 1,428 

住友信託銀行㈱ 799 

三菱UFJ信託銀行㈱ 799 

みずほ信託銀行㈱ 399 

計 13,141 



④ 固定負債 

長期借入金 

 （注）（ ）内金額は貸借対照表日の翌日より起算して、一年以内に返済期限の到来するもので、流動負債として掲げ

たものであります。 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

借入先 金額（百万円） 

 ㈱りそな銀行 3,960 

    (1,360)  

 ㈱みずほコーポレート銀行 2,970 

(1,020) 

㈱三井住友銀行 2,970 

(1,020) 

日本政策投資銀行 2,470 

(1,020) 

㈱三菱東京UFJ銀行 1,980 

(680) 

住友信託銀行㈱ 1,235 

(510) 

三菱UFJ信託銀行㈱ 990 

(340) 

みずほ信託銀行㈱ 645 

(170) 

㈱群馬銀行 645 

(170) 

㈱常陽銀行 645 

(170) 

㈱東邦銀行 645 

(170) 

㈱横浜銀行 645 

(170) 

国際協力銀行 600 

(200) 

計 
20,400 

(7,000) 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券及び1,000株券とする。 

但し、必要あるときは、他の種類の株券を発行することができる。 

中間配当基準日 規定なし 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店 

野村證券株式会社本店・全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う手数料 
１．喪失登録    １件につき  10,000円 

２．喪失登録株券  １枚につき    500円 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店 

野村證券株式会社本店・全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし電子広告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL 

http://www.clarion.com 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類［事業年度（第65期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）］ 

平成17年６月29日 関東財務局長に提出。 

(2）半期報告書［（第66期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）］ 

平成17年12月20日 関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２８日

ク ラ リ オ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているクラリオン株式会社

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、クラリオン株式

会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 黒 田   裕 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 井 出   隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 隆 浩 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２７日

ク ラ リ オ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているクラリオン株式会社

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、クラリオン株式

会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から「固定資産の減損に

係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 黒 田   裕 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 井 出   隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 隆 浩 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２８日

ク ラ リ オ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているクラリオン株式会社

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第６５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処

分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、クラリオン株式会社

の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 黒 田   裕 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 井 出   隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 隆 浩 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２７日

ク ラ リ オ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているクラリオン株式会社

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処

分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、クラリオン株式会社

の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 黒 田   裕 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 井 出   隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 隆 浩 
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